
 
 

管理者向け 
⾞椅⼦サービス教習パッケージ 

 
参考書＆ワークブック 

  



  



 
英語版原著者・制作者・協⼒者⼀覧： 

編集者:  Sarah Frost, Chapal Khasnabis, Kylie Mines, Lourdes de la Peza 

執筆者:  Michael Allen, Johan Borg, Alberto Cairo, Christine Cornick, Lauren Flaherty, Ricardo 
Guzman Hefferan, Cristian Ispas, Henry Lumley, Colin Macfarlane, Peter Mbuguah, 
Matt McCambridge, Ray Mines, Sruti Mohapatra, Stephen Muldoon, Isaac Nyathi, 
Alana Officer, Kiran Patwardhan, Chris Rushman, Elsje Scheffler, Katherine Selengia, 
Nicky Seymour, Rebecca Jackson Stoeckle, Eric Wunderlich  

イラストレーター:  Melissa Puust 

写真著作権者:  David Constantine, Chapal Khasnabis, Jesse Moss 

ビデオ著作権者:  Chapal Khasnabis, Amanda McBaine, Jesse Moss 

資⾦協⼒: ⽶国国際開発庁 (USAID) 

提携団体: チェシャー・サービス・エチオピア (CSE), 国際キリスト教正教会慈善会 (IOCC), 健
康のための経営科学 (MSH), モビリティ・インディア, モティベーション・アフリカ, 
脳性⿇痺連合・⼈道のための⾞椅⼦ (UCP) 

 

Published by the World Health Organization in 2015 
under the title Wheelchair Service Training Package: Reference Manual and Workbook for Managers 

© World Health Organization 2015 

The World Health Organization has granted a translation and publication permission for an edition in 
Japanese to the Japan Association of Wheelchair and Seating (JAWS), which is solely responsible for 
the quality and faithfulness of the Japanese translation. In the event of any inconsistency between 
the English and the Japanese editions, the original English edition shall be the binding and authentic 
edition.  

管理者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージ・参考書＆ワークブック 

© Japan Association of Wheelchair and Seating (JAWS) 2022 

原著者： 世界保健機関 (WHO) 
翻訳・制作者： ⽇本⾞椅⼦シーティング協会国際委員会・アジア姿勢保持プロジェクト (ASAP) 
発⾏所： ⼀般社団法⼈ ⽇本⾞椅⼦シーティング協会 (JAWS) 
 〒105-0013 東京都港区浜松町 2-7-15 三電舎ビル 2 階 
 電話 03-6435-0365 
 FAX 03-6435-0365 
 URL http://www.j-aws.jp 

  



⽤語 

以下、教習パッケージ全体を通して⽤いることばを下記の通り定義する。 

適正な⾞椅⼦ ユーザーのニーズおよび環境条件に合い、適切にフィットして姿勢を⽀
え、安全で耐久性があり、国内に⽤意され、⼊⼿、メンテナンス、継続し
たサービスが国内で、最も経済的かつ無理のない価格で可能な⾞椅⼦。 

⼿動⾞椅⼦ ユーザーがこぐ、あるいは他の⼈が押す⾞椅⼦。 

姿勢⽀持具（PSD） 付加姿勢⽀持をもたらす物理的装置。 

⾞椅⼦ 歩⾏や移動に困難がある⼈へ、⾞輪による移動性および座位⽀持をもたら
す機器。 

⾞椅⼦の改造 ⾞椅⼦に加える変化。 

⾞椅⼦供与 ⾞椅⼦の設計・⽣産・供給・サービス提供の総称。 

⾞椅⼦サービス ⾞椅⼦供与の⼀部で、ユーザーへ適正な⾞椅⼦を供与する関わり。 

⾞椅⼦サービス職員 適正な⾞椅⼦の供与に習熟した⼈。 

⾞椅⼦ユーザー 歩⾏や移動に困難があり、移動に⾞椅⼦を使う⼈。 

  



訳者解説 

本書は、世界保健機関（WHO）が 2015 年に発⾏した ”Wheelchair Service Training Package: Reference 
Manual and Workbook for Managers” の全訳である。「はじめに」で述べている通り、本書を含むこの「管
理者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージ」は、2008 年刊 ”Guidelines on the Provision of Manual 
Wheelchair Service in Less-resourced Settings”（邦訳「⼿動⾞椅⼦供与の世界ガイドライン 低リソース
状況の克服に向けて」、⽇本⾞椅⼦シーティング協会刊、以下「ガイドライン」と略）を受けたものである。 

「ガイドライン」ではその⼀章を割き、現場で⾞椅⼦サービス提供に携わる職員や、⾞椅⼦ユーザーの掘り
起こしや⾒極め、⾞椅⼦サービスへの紹介・相談、さらに⾞椅⼦供与政策の開発や推進に当たる、さまざま
な関係者向けの教習あるいは⼈材育成の重要さを強調している。本書を含む「管理者向け⾞椅⼦サービス教
習パッケージ」、およびそれと連なる⾞椅⼦サービス教習パッケージ群は、その問題提起に対する WHO⾃⾝
からの実践的回答であり、上記「ガイドライン」のいわば各論をなすものである。 

したがって、本書を読み、活⽤するに当たっては、「ガイドライン」を併読して WHO が提起する⾞椅⼦供与
システムを把握することを強く推奨する。また各⾞椅⼦サービス教習パッケージでも、「ガイドライン」は参
考資料あるいは副教材に挙げられている。 

 
関連する出版物 
⾞椅⼦や姿勢保持に関連して、WHOからは、⽶国国際開発庁（USAID）などの協⼒のもとで以下の出版物が
刊⾏されている： 

1. ⼿動⾞椅⼦供与の世界ガイドライン 低リソース状況の克服に向けて (Guidelines on the Provision of 
Manual Wheelchair Service in Less-resourced Settings, 2008) 

2. 低リソース状況での移動⽀援機器供与に関する共同⽅針提⾔書：個⼈的移動性に関する障害者の権利に
関する条約（CRPD）履⾏に向けた⼀歩 (Joint position paper on the provision of mobility devices in 
less-resourced settings : a step towards implementation of the Convention on the Rights of Persons 
with Disabilities (CRPD) related to personal mobility, 2011) 

3. 基礎⾞椅⼦サービス教習パッケージ (Wheelchair Service Training Package ‒ Basic level, 2012) 

4. 中級⾞椅⼦サービス教習パッケージ (Wheelchair Service Training Package ‒ Intermediate level, 2013) 

5. 管理者向け・関係者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージ (Wheelchair Service Training Package for 
Managers and Stakeholders, 2015) 

6. ⾞椅⼦サービス教習員向け教習パッケージ (Wheelchair Service Training of Trainers package, 2017) 
 
1. は、主に低・中所得国向けに作成された、⾞椅⼦供与事業・政策策定の指針であるが、先進⼯業国にとっ
ても極めて重要な内容を含む、グローバルな⽂献である。 

2. はいわば 1. の三年⽬のフォローアップで、内容は、1.（の実⾏は、すなわち「障害者の権利に関する条約」
の履⾏に向かうことである）の提⽰にもかかわらず低リソース状況での移動⽀援機器普及が遅々として進ま
ない現状報告、改善を阻む問題点の指摘、およびその克服に向けた政策提⾔などである。 

3-5. は 1-2. が強調する、職員研修/⼈材育成のための教習パッケージである。 

3. と 4. は⾞椅⼦の供与や適合に現場で携わる職員向けの実践的・総合的な技能教習パッケージで、「⾞椅⼦ 



 

サービス提供の 8 ステップ」（基礎⾞椅⼦サービス教習パッケージ受講者⽤参考書 p.9-10 を参照）として整
理される⾞椅⼦サービス提供の全プロセスについて、⼈権、国際法、コミュニケーション、⾝体評価などの
理論的授業から⾞椅⼦の乗り⽅、処⽅、適合、改造、メンテナンスなどの演習および実習に⾄る、基礎レベ
ルにおいて必要なすべての技能と知識を教習する、包括的という意味で（分野ごとにさまざまな組織や場⾯
で教えられることはあっても）それまでに「ありそうでなかった」プログラムである。教材も、受講者⽤参
考書・ワークブックのみならず教習員⽤指導書（本書。講習準備の⼿引きや必要機材リスト、授業の計画お
よびシナリオも含む）、プレゼンテーションスライド、動画、受講者および教習員の評価表、意識啓発⽤ポス
ター、各種書式（参加登録簿から当事者の写真撮影許可書など）を網羅し、教習の内容のみならず、実施・
運営・評価⽅法のマニュアルまでを完備している。 

特に 3. は、⾞椅⼦の基礎技能教習教材として途上国のみならず世界に広く普及しており、例えば⽶国では国
際⾞椅⼦専⾨家学会（ISWP）がその教習を実施している。 

また 4. は、3. を修了したのち現場経験を積んだ職員向けの次の段階の教習パッケージで、姿勢保持ニーズ
のある⾞椅⼦ユーザー、特に⼦どもへの対応に重点を置いている。姿勢保持については途上国を含む世界で
広く実施可能な、普通型⾞椅⼦に改造を加え、姿勢⽀持具を追加する範囲での対応を取り上げている。 

本書を含む 5. は 2部に分かれ、それぞれ⾞椅⼦供与に携わる事業体の管理職向け教習、および⾞椅⼦供与関
係者（当事者や実務家のみならず⾏政担当者、政治家、企業家、資⾦供与者、メディアなども含む）向け意
識啓発ワークショップの実施パッケージである。 

6. はさらに 3-5. で指導に当たる⼈材の⼒量育成、いわば「教育者を教育する」ためのパッケージである。 

これらの教習パッケージは、その内容のみならず研修設計の点でも優れて現代的であり、訳者は⾞椅⼦、姿
勢保持、国際協⼒のみならず、広く教育や研修に関わる⽅々に読まれることを期待している。 

 
⽤語と⾒取り図 

ただ⽇本の読者にとって、本書を読み進むなかで難しく感じられるのは、「⾞椅⼦供与」「⾞椅⼦サービス」
「⾞椅⼦サービス提供」「⾞椅⼦のサービスステップ」といった聞き慣れない（⾞椅⼦に伴うサービスを体系
的に概念化し、必須のものと定義した点で上記「ガイドライン」は画期的であるため）概念であろう。 

これらの意味は、本書の「⽤語」および本⽂でも説明されているが、各国での優れた実践例などを踏まえ、
⽇本の制度とは別の観点で WHO が構想した⾞椅⼦供与の理想像を俯瞰するには、これではまだ⾜りまい。
⽇本語版「ガイドライン」には、訳者らで独⾃に作成した全体的な概念構成の⾒取り図を訳者解説の直後に
付録している。ご参考にしていただければ幸甚である。 

おわりに、本書の翻訳には、公益財団法⼈⽇本社会福祉弘済会より研究助成（2022年度）をいただきまし
た。ここに⼼より御礼を申し上げます。翻訳の確認と校閲については、以下の⽅々のご協⼒をいただきまし
た。ここにお名前を記し、謝辞に代えさせていただきます。 

浦川純⼆、沖ちなみ、⽊下義博、鷹野真利、中村詩⼦、⻄⽅倫彰、宮本泰輔、⼭崎雅幸（敬称略） 

 

2022年6⽉11⽇ 

⽇本⾞椅⼦シーティング協会国際委員会・アジア姿勢保持プロジェクト（担当：松本和志） 



訳注： 

• 本書は Wheelchair Service Training Package: Trainerʼs Manual for Managers, WHO, 2015 の全訳であ
る。底本には英語版（https://www.who.int/publications/i/item/9789241549080）を⽤いた。 

• 本書の翻訳出版は、⼀般社団法⼈⽇本⾞椅⼦シーティング協会の、資料作成事業の⼀環である。 
• 本書は、WHOより⾮営利（販売は費⽤回収⽬的でのみ可）での翻訳出版許可を取得している。 
• ⽇本語版翻訳に関する著作権および⽂責は、すべて⼀般社団法⼈⽇本⾞椅⼦シーティング協会に帰属する。 
• 翻訳および編集作業は、同協会国際委員会・アジア姿勢保持プロジェクト（ASAP）で⾏なった。 
• 本書を転載する際は⽇本⾞椅⼦シーティング協会までご連絡（連絡先は⾒返しを参照）頂きたい。 
• 英語原⽂と⽇本語訳⽂の間に内容の齟齬がある場合は原則として英語版を正とするが、誤記、団体の名称・
住所・URLで変更されているものなどは、WHOに確認のうえ訳者で⼀部修正している。 

• 国際連合の条約など政策⽂書で複数⾔語の正⽂が定められているものは、英語版の参照先を記した。 
• 政策⽂書の⽇本語訳は、既存の訳を参考にしつつ、訳者で独⾃に訳出したものである。 
• インターネット上の参考⽂献のURL閲覧⽇は、すべて2022年6⽉10⽇である。 
• 本⽂中、原⽂にない訳者による補⾜は［ ］に⼊れて⽰している。 
• 脚注について、⽂中の脚注番号がカッコ（ ）⼊りのものは原注、（ ）なしのものは訳注を⽰す。 
• 原⽂の主な⽤語と本書での訳語は、原則として下表の通り対照させている。なるべく原著に忠実に、かつ
既存の⽤語との紛らわしさを避け、簡明さを失わないよう努めた。 

 
英語⽤語 ⽇本語訳語 
additional postural 
support 

付加姿勢⽀持［基本的な⾞椅⼦にもともと備わっている以上の、改造や増設によ
って付加された姿勢⽀持（⼒）］ 

armrest ひじ掛け［ISO7176-26:2007: arm support, JIS T9201:2016: アームサポート］ 
assessment 事前評価［事後評価を含むevaluationと区別するため］ 
backrest 背もたれ［ISO7176-26: 2007: back support, JIS T9201: 2016: バックサポート］ 
community-based 地域に根ざした 
footrest ⾜台［ISO7176-26:2007: foot support, JIS T9201: 2016: フットサポート］ 
personal mobility ［主に⾏為を指して］個⼈的移動、［主に機能を指して］個⼈的移動性 
postural support 姿勢⽀持 
product preparation 製品の下準備 
referral 紹介・相談 
seat 座⾯［ISO7176-26:2007: seat, JIS T9201: 2016: シート］ 
seating 座位保持 
service delivery サービス提供 
sitting upright まっすぐに座る［本書での意味は基礎WSTP受講者⽤参考書p.13を参照］ 
training 教習、［条約などで定訳がある場合］研修 
user ［指⽰内容が明⽩な場合］⾞椅⼦ユーザー、ユーザー 
wheelchair provision ⾞椅⼦供与 
wheelchair services ［⾏為］⾞椅⼦サービス、［事業・事業組織］⾞椅⼦サービス事業、 

［施設・所在地］⾞椅⼦サービス事業所 
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参考書 

管理者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージについて 

はじめに 

2008 年の「⼿動⾞椅⼦供与の世界ガイドライン 低リソース状況の克服に向けて」(1)［以下「⾞椅
⼦ガイドライン」と略］発⾏を受けて、2012 年、各「⾞椅⼦サービス教習パッケージ（WSTP）」
の最初のパッケージである「基礎⾞椅⼦サービス教習パッケージ（WSTPb）」(2) が発⾏された。こ
れに続けて、2013 年には「中級⾞椅⼦サービス教習パッケージ（WSTPi）」(3) が発⾏された。世界
保健機関（WHO）はここに、⽶国国際開発庁（USAID）との提携のもと「管理者向け⾞椅⼦サービ
ス教習パッケージ（WSTPm）」そして「関係者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージ（WSTPs）」の
2 つの⼦パッケージからなる、⾞椅⼦サービス教習パッケージの第 3 部を作成した。この WHO 
WSTP 第 3 部は管理者を⽀援して適正な⾞椅⼦供与を効果的に⽀え、さらに関係者の意識を啓発
し、⾃らの国/地域における適正な⾞椅⼦供与確⽴への参画を推進するようデザインしている。 

⾞椅⼦は、個⼈的移動を可能にするために最もよく使われる⽀援機器の⼀つである。歩⾏や移動に
困難がある⼈びとにとって、⾞椅⼦は移動性・エンパワーメント・尊厳・全般的な幸福のために不
可⽋な道具である。移動性は⾞椅⼦ユーザーへ、⾃⽴し、保健医療・教育・仕事・雇⽤へアクセス
する機会を開き、⾞椅⼦ユーザーが社会的・⽂化的活動に関わることをも⽀援する。しかし WHO
の推計では、7000 万⼈超の⼈びとが⾞椅⼦を必要とするうち、利⽤できているのは 5〜15%に過ぎ
ない。加えて、職員が教習を受け、⾞椅⼦を効果的に提供するために必要な知識や技能を得る機会
も限られている。 

移動の重要性は、国際連合「障害者の権利に関する条約」（UNCRPD）(4) にも反映しており、そこ
では「最⼤限に⾃⽴した個⼈的移動性を障害者へ保証するための実効ある施策」を提⾔している。
個⼈的移動性を実効あらしめるには、⾞椅⼦ユーザーに⾞椅⼦、それも正しく⾃分にフィットし、
⾃⾝に特有のニーズを満たすものが必要である。これには、個別ニーズに対応するアプローチが求
められる。 
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⾞椅⼦ユーザーの個別ニーズを満たす効果的な⽅法は、⾞椅⼦供与を、⾞椅⼦ユーザーの期待に応
え、かれらの尊厳に敬意を払い、じゅうぶんに教習を受けた職員が提供する、よく組織された⾞椅
⼦供与システムを通して⾏なうことである。 

対象者 

この教習パッケージの対象は、⾞椅⼦サービスや⾞椅⼦供与を含めたリハビリテーションサービス
事業の実施・管理・評価を担当するすべての職員である。 

⾞椅⼦サービス事業管理の経験は必須条件ではないが、このワークショップのデザインは、受講者
がワークショップを始めるに当たり、⼀般的管理技能を有していると想定している。 

⽬的 

教習パッケージ全体の⽬的は、⾞椅⼦サービス提供に携わるすべての職員の意識啓発と、技能およ
び知識の育成である。WHO の認識では、教習を受けた職員のみで国内の適正な⾞椅⼦供与を確保
し「⾞椅⼦ガイドライン」が⽰す各⾃の任務を果たせるようにするのは困難で、さらに⾼位レベル
での参画1があって初めて、国内の⾞椅⼦供与が確⽴あるいは改善される。 

この管理者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージ（WSTPm）が与えるのは、⼈びとを惹き⼊れ、⾞
椅⼦サービス提供の 8 つのステップおよびその関連事項の実施を主導する、リハビリテーション/
⾞椅⼦サービス事業管理者の任務の概観である。これには計画、組織、職員配置、指導、費⽤⾒積
もり/資⾦調達、モニタリングと評価などの⾞椅⼦サービス供与に要求される、⼈的および物的リ
ソースが含まれる。 

本教習パッケージは 13〜14 時間で履修できるが、この期間は各々の状況に特有のニーズや利⽤で
きるリソースに従って伸縮してもよい。この教習パッケージの実施は、管理者にとって以下の役に
⽴つ： 

• よりよく⾞椅⼦供与を計画する。 

• ⾞椅⼦サービス提供の質が向上する。 

• 職員定着率が向上する。 

• ⾃⼰のニーズを満たす⾞椅⼦を⼿にする、⾞椅⼦ユーザーの数が増える。 

• ⾞椅⼦供与の持続可能性が向上する。 

  

 
1   [原⽂] a higher level involvement 
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対象範囲 

本教習パッケージの内容は以下の通り： 

• WHO ⾞椅⼦サービス教習パッケージで詳述する、⾞椅⼦サービス提供の主要ステップ概略。 

• ⾞椅⼦サービス提供に求められる必須知識： 

o ⾞椅⼦サービスを開始する。 

o ⾞椅⼦サービス事業を運営する。 

o ⾞椅⼦供与を持続可能にする。 

参考書＆ワークブックの使い⽅ 

この参考書は、管理者向け⾞椅⼦サービス教習パッケージ（WSTPm）がもたらす知識のまとめで
ある。受講者は教習後、各授業で学んだ要点の再確認に本参考書＆ワークブックを活⽤するとよい。
本参考書は以下の 3 部に分かれている： 

A: 必須知識 

B: ⾞椅⼦サービスを開始する 

C: ⾞椅⼦サービス事業を運営する 
 
この参考書にはワークブックも収載しているが、その⽬的は⾞椅⼦サービス提供に携わる職員の技
能および知識の育成である。ワークブックには受講者の知識や技能をテストし、発展させるのに役
⽴つ練習課題を載せている。ワークブックに載せた資料は、講義、プレゼンテーションスライド、
参考書からのもので、受講者がこの参考書＆ワークブックを⾃分⽤に持っておき、後のち必要にな
ったら参照できるようにしている。 
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A: 必須知識 

A.1: 適正な⾞椅⼦供与とは何か？ 

⾞椅⼦供与とは、⾞椅⼦の設計・⽣産・供給・サービス提供の総称である。⾞椅⼦は最もよく使わ
れる⽀援機器の⼀つで、移動に障害がある⼈びとへ⾞輪による移動性をもたらす。 

移動性は、インクルージョンへ向かう重要なステップである。サービス事業を通して適正な⾞椅⼦
を⼿にした⼈には、社会⽣活、仕事、教育への機会が開かれる。加えて家族には、地域社会や雇⽤
に参加する⾃由をもたらす(5)。 

移動性の向上が益するのは、個⼈およびその家族にとどまらない。地域やより広い範囲の経済が、
寄与する構成員が増えることで益される。また適正な⾞椅⼦を持つ⼈には⼆次的健康障害（例えば
褥瘡）が⽣じにくく、そのため保健サービスへの必要も少なくなる。 

適正な⾞椅⼦供与への、より多くの⼈びとのアクセスを実現する変⾰は緊要である。 

 
どれだけの⼈びとが⾞椅⼦を必要としているのか？ 

WHO の推計では、どこでも⼈⼝の 1 %には⾞椅⼦が必要である。これは、全世界では 7000 万超2

の⼈びとに⾞椅⼦が必要、ということだ。この統計は各国・地域・町において、どれだけの⼈びと
に⾞椅⼦が必要か算定する出発点になる。これは、管理者が⾞椅⼦供与計画を始めるに当たり、詳
細な調査実施を待つ必要はないことを意味する。 
  

 
2  [訳注] 英語版出版時 (2015 年) の数字. ⽇本語版刊⾏時の 2022 年では, 「7900 万超」といった表現になろう. 



 

 5 

参考書 

 
⼈⼝ ％ 

⾞椅⼦を必要とする⼈びとの
概数 

世界⼈⼝3 7 000 000 000 1% 70 000 000 

ブラジル 203 657 000 1% 2 036 570 

中国 1 401 587 000 1% 14 015 870 

エジプト 84 706 000 1% 847 060 

インド 1 282 390 000 1% 12 823 900 

ナイジェリア 183 523 000 1% 1 835 230 

ロシア 142 098 000 1% 1 420 980 

 

⾞椅⼦供与を⽀える条約・⽅策・政策 

多くの⼈びとが、⾞椅⼦を必要としながら適正な⾞椅⼦を持っていない。適正な⾞椅⼦へのアクセ
スを増すには強⼒な政策提⾔が必要である。管理者は世界・地域・国の政策を利⽤し、移動に障害
がある⼈びとに代わり移動への権利を主張できる。 

次の表は、管理者が政策提⾔ツールに使える条約・⽅策・政策・ガイドラインの例である。 

  

 
3  [参考] 世界⼈⼝は 2011 年後半に 70 億⼈を超え, 2021-22 年時点での世界⼈⼝は中位推計で約 79.5 億⼈, その 1 %

は約 7950 万⼈となる. 
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国際政策 地域の実例： 
仁川⽅策（インチョン戦略） 

国の政策および 
ガイドライン 

最⾼位の政策法令は、国際連
合「障害者の権利に関する条
約」（CRPD）である。 

CRPD 第 20 条は、すべての⼈
には個⼈的移動への権利があ
るとしている。 

他の CRPD の条⽂では、適正
な⾞椅⼦供与の重要性および
適切さを補強している。例え
ば： 

第 19 条 ⾃⽴⽣活および地域
社会へのインクルージョン 

第 24 条 教育 

第 25 条 健康 

第 26 条 リハビリテーション 

第 27 条 仕事および雇⽤ 

第 30 条 ⽂化的⽣活、レクリ
エーション、余暇、スポーツへ
の参加 

2012 年、アジア太平洋地域の障
害者への「権利を現実に」するた
めの「仁川⽅策（インチョン戦
略）」が採択された。 

この⽅策には 10 の⽬標がある。 

⽬標 3 は、物理的環境、公共交通
機関、知識、情報、コミュニケー
ションへのアクセスを⾼めるこ
とである。 

この⽅策の起草中、この⽬標は
⾞椅⼦など適正な⽀援機器への
アクセスなしでは達成不可能
だ、という強い訴えがあった。 

そこで⽬標 3 には、適正な⽀援
機器または製品を必要としなが
ら持っていない障害者の⽐率を
半減させる⽬標が盛り込まれ
た。 

仁川⽅策へ署名した政府は、こ
れの責務を全うするため、国の
計画策定を公約したことにな
る。仁川⽅策の例は、国際的ある
いは地域的な政策が、国の政策
策定をどう⽀援でき、促せるか
を⽰している。 

国の計画、政策、ガイドライン
は、⾞椅⼦供与の有効性およ
び持続可能性を⾼めるのに役
⽴つ(6)。国の政策やガイドラ
インの策定には、障害者、政府
や⾮政府のサービス供与者な
ど、全関係者の協働が必要で
ある。CRPD や該当する地域
⽅策は、国の計画、政策、ガイ
ドライン策定を⽀援できる。 

国のガイドラインでは、移動
⽀援機器などの⽀援機器をど
のように供与すべきか規定で
きる。例えば、2003 年に南ア
フリカ共和国で発⾏された
「⽀援機器供与に関する全国
ガイドライン」では、サービス
ステップ、職員への教習、ウェ
イティングリストの作成と管
理、予算、修理およびメンテナ
ンスのサービス供与に関する
最低基準を定めている。 

  



 

 7 

参考書 

A.2: サービス提供 

⾞椅⼦サービス事業は、⾞椅⼦供与において重要な役割を果たす。⾞椅⼦サービス事業は、⾞椅⼦
ユーザーと協⼒して（⼿に⼊るものの中から）そのユーザーに最適な⾞椅⼦を⾒つける。 

 
基礎および中級レベルの⾞椅⼦サービス事業 

よくフィットした⾞椅⼦はすべて、⾞椅⼦ユーザーへ何らかの姿勢⽀持を与えている。背もたれ、
クッション、⾜台、ひじ掛けは、調整して⾞椅⼦ユーザーの体格に合わせることで姿勢を⽀える。
しかし、多くの⼦どもや⼤⼈には、その⾞椅⼦に付加姿勢⽀持が必要である。これは、サービス提
供にはさまざまなレベルが必要であることを意味する。 

 
基礎レベルの⾞椅⼦サービス の対象は、付加姿勢⽀持なしでまっすぐに座れる⾞椅⼦ユーザー
である。 

中級レベルの⾞椅⼦サービス の対象は、気持ちよくまっすぐに座れるためには付加姿勢⽀持が
必要な⾞椅⼦ユーザーである。 

⾞椅⼦サービス事業管理者にとっては、そのサービスが「基礎」レベルと「中級」レベルのどちら
なのかはっきりさせることが重要である。なぜなら、中級サービスにはより⾼い⽔準の教習を受け
た職員、より幅広い種類の⾞椅⼦、より多くの資材や設備が求められるからである。 

移動性と姿勢⽀持へのニーズを適切に満たす 

 

クララは東ティモールに住んでいる。家の前にある家族の店
で働いている。クララはポリオを患っており、家の中で移動し
たり、店で働いたり、村内を回るには⾞椅⼦が必要だ。彼⼥は
⽀えなしでもまっすぐに座れて、⾃分に合うよう調整し、フィ
ッティングした⼿動⾞椅⼦を使っている。 

クララは、基礎レベルのサービスを通して⾞椅⼦を供与
できる⼈の例である。 
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イシェーディは 8 歳、スリランカに住んでおり、脳性⿇痺を
抱えている。イシェーディの場合、このため⼿⾜、頭、⾸のコ
ントロールに問題がある。彼⼥は、⽀えなければまっすぐに座
れない。イシェーディには、⾞椅⼦へ姿勢⽀持の追加が必要で
ある。 

イシェーディは、中級レベルのサービスを通して⾞椅⼦
を供与すべき⼈の例である。 

 

⾞椅⼦サービス提供の 8 ステップ 

ステップ まとめ  

1. 紹介・相談 
および 
⾯接予約 

⾞椅⼦ユーザーの紹介・相談のされ⽅はさまざ
まである。ユーザーは⾃分から名のり出るか、地
域・地区・地⽅レベルで働く政府あるいは⾮政府
の保健・リハビリテーション職員やボランティ
アのネットワークを通して紹介・相談される。⾞
椅⼦サービス事業によっては、社会福祉や保健
医療のサービスを受けるか学校、職場、地域の活
動に参加したことが全くない、隠れたユーザー
を積極的に⾒つけ出す必要があろう。 

 

2. 事前評価 
 

それぞれのユーザーへ、個別の事前評価が必要
である。その内容は、⾞椅⼦ユーザーの⽣活様
式、就いている仕事、住んでいる場所、⾝体条件
についての情報集めなどである。 

 

3. 処⽅（選択） 事前評価から得た情報を⽤い、⾞椅⼦の処⽅を
ユーザーおよび家族や介助者といっしょに練り
上げる。処⽅には、選んだ⾞椅⼦の種類、サイズ、
特⾊、改造点を詳述する。また、⾞椅⼦を正しく
使いメンテナンスするためにユーザーに必要な
教習についても詳述する。 

 
4. 資⾦調達 

および発注 
財源が確定したら、サービス事業所が在庫する、
あるいは供給者からの⾞椅⼦を発注する。 
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5. 製品（⾞椅⼦）
の下準備 

教習を受けた職員が、初回フィッティングのた
めに⾞椅⼦を下準備する。その内容は製品やサ
ービス施設にもよるが、製造者が供給した製品
の組み⽴てや可能な改造、あるいはサービス⼯
房での製品製造などである。 

 
6. フィッティング ユーザーが⾞椅⼦を試⽤する。その⾞椅⼦の組

み⽴てや設定が適切になるよう、最終調整を⾏
なう。改造や姿勢⽀持部材が求められた場合、追
加フィッティングも必要になろう。 

 
7. ユーザー教習 ユーザーおよび介助者が、⾞椅⼦を安全かつ効

果的に使い、メンテナンスするやり⽅を教わる。 

 
8.  
フォローアップ・
メンテナンス・ 
修理 

フォローアップ⾯接は、⾞椅⼦の適合を確かめ、
いっそうの教習や⽀援を実施する機会である。
そのタイミングは、ユーザーのニーズや、ユーザ
ーが利⽤できる他のサービスによって異なる。
⾞椅⼦サービス事業は、地域では容易に解決で
きない技術的問題には、メンテナンスや修理サ
ービスを提供してもよい。 

 

 

サービス提供モデル 

すべての⾞椅⼦サービスは、⾞椅⼦サービス提供の 8 ステップを踏むべきである。しかし、サービ
スの 8 ステップを提供するにはさまざまなやり⽅があり、それらをサービスモデルと呼ぶ。⼀国の
サービスを、さまざまなサービス提供モデルを組み合わせて構成する場合もある。最適なサービス
提供モデルが何かは状況しだいなので、全関係者と協議して決めるべきである。 

下表にさまざまなサービス提供モデルの例を⽰す。 
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拠点センター型サービス 

 

専⽤事前評価スペース 

拠点センター型サービスでは、⾞椅
⼦ユーザーが常設の施設を訪れ、そ
こで教習を経た職員が供与するサー
ビスを利⽤する。 

常設施設なので、サービス事業所は
⾞椅⼦サービス提供専属の職員を配
置しスペースを設けられる。 

拠点センター型サービスは、職員に
は効率的であるが、サービス事業所
から遠くに住む⾞椅⼦ユーザーに
は、通うのが難しい場合もある。 

 
専⽤⾞椅⼦移動練習エリア 

統合型サービス 

 

地域の保健診療所に統合
した⾞椅⼦サービス事業 

多くの拠点センター型サービスは
「統合型サービス」でもある。これ
は、⾞椅⼦サービスが他のサービス
活動と統合されていることを指す。
例えば、⾞椅⼦サービス提供は義肢
装具サービス、理学療法部⾨、保健診
療所との統合が可能である。こうし
た状況で、職員が⾞椅⼦サービス提
供と並んでさまざまな職務を果たす
場合は、職員が、求められるすべての
活動を実施するためにじゅうぶんな
時間を持てるようにすることが重要
である。 

施設を共有しても、専⽤スペースを
設けてもよい。事務、財務、管理機能
を共有してもよい。 

 
これは、作業場の⼀部を⾞椅
⼦の下準備専⽤にした場合
である。 
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出張訪問サービス 

 
出張訪問先は多様である。
例えば地域の保健診療所、
町役場、村の集会所、⾞椅
⼦ユーザーの家などがあ
る。 

出張訪問式⾞椅⼦サービスでは、セ
ンターあるいは統合型サービス事業
所の職員が、⾞椅⼦ユーザーの家々
あるいは別の地区/地⽅のセンター
へ出向き、その地区/地⽅の⾞椅⼦ユ
ーザーに⾯会してサービス提供を実
施する。 

出張訪問サービスモデルは、ふつう
出張訪問する地区/地⽅の組織と提
携して実施する。 

現地組織との連携のよさが重要であ
る。現地の職員やボランティアへ教
習を実施すると、出張訪問サービス
提供の成果が⾼まり、地域レベルで
の応援が増える。 

⾞椅⼦ユーザーにとっての利点は、
必要な移動距離が少なくて済むこと
である。 

 
出張訪問職員は臨機応変
で、⽋かせない備品は⾃分
で持ち運ぶ必要がある。 

移動サービス 

 

移動⾞椅⼦サービス専⽤
⾞両の⼀例 

移動サービスは、出張訪問の別形態
であるが、この場合には職員に専⽤
⾞両があり、⾞椅⼦および必要な⼯
具や設備の運搬に⽤いる。 

職員には、より多様な場所に設営が
可能で、このため、より多くの⾞椅⼦
ユーザーへ⼿を差し伸べられる。 

より多くの⼯具、設備、資材、交換⽤
部品を運べるため、その場で修理を
実施する機会や、中級レベルサービ
ス提供を遂⾏する⼒量が増す。 

 
専⽤⾞両を⽤いることで、
職員は必要な設備や⼯具
をより多く積み込める。 
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協働型サービス提供 

⾞椅⼦サービス提供の 8 ステップすべてを、同じ組織が実施する必要はない。複数組織のネットワ
ークで協働すればサービス効率、および全 8 ステップへの⾞椅⼦ユーザーのアクセスが向上する。 

ステップ 1（紹介・相談および⾯接予約）では、⾞椅⼦ユーザーの紹介・相談ネットワークを
構成する諸組織および個⼈間の協働および協⼒が必ず必要になる。 

ステップ 7（ユーザー教習）およびステップ 8（メンテナンス・修理・フォローアップ）は、
たいてい提携相⼿が供与できる。例えば、地域に根ざした組織のネットワークや障害者団体が、こ
れらのステップを実施できる。 

 
 
⾞椅⼦サービス提供における管理者の任務 

⾞椅⼦サービス事業管理者の任務は、職員がサービス提供の 8 ステップを届けるのを⽀援し、それ
らのステップをユーザー（とその介助者/家族）が進んで⾏けるよう調整することである。 

管理者にはさらに広範な任務もあり、それらはサービス提供を⽀えるために重要である。そうした
任務としては： 

  

この図は、サービス提供の 8ステップが、⾞椅
⼦サービス供与者と地域に根ざした組織との
提携を通じて実施するやり⽅を⽰している。 

ステップ 2〜7 はサービス現場で、ステップ 1
と 8は地域で実施される。 

このモデルでは、参画するすべての職員やボラ
ンティアに対して必要な教習を検討すること
が求められる。 
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• 適正な⾞椅⼦供与への意識を啓発する。 

• アクセシビリティを向上させる。 

• ⾞椅⼦サービス提供職員への教習機会を増やす。 

• 持続可能性を向上させる：⾞椅⼦サービス提供
が、⼀貫して維持されるように。 

• 国の適正な⾞椅⼦供与政策へ影響を与える。 

• ⼿に⼊る⾞椅⼦の種類を改善する。 

 

⾞椅⼦ユーザーのサービス提供への積極的参画 

⾞椅⼦サービス提供のすべての局⾯で積極的に⾞椅⼦ユーザーの参画を得ると、⾞椅⼦ユーザーに
とっての成果が向上する。管理者が、その⾞椅⼦サービス事業へ⾞椅⼦ユーザーの参画を得る⽅策
をいくつか提案すると(7)： 

• 職員に、⾞椅⼦ユーザーを、サービス提供チームの⼀員として⾃分の⾞椅⼦が供与されるまでの
全ステップへ参画させる。 

• サービス事業内に、サービス事業およびその改善⽅法に関して、ユーザーからの意⾒のフィード
バックを定期的に収集するしくみを設ける。 

• 可能ならば、サービス提供チームの⼀員として⾞椅⼦ユーザーを採⽤する。これは障害セクター
を通じて新しい勤め⼝を広報する、また⾞椅⼦サービス事業所のあらゆる場所を⾞椅⼦でアクセ
ス可能にするといったことを意味する。 

 

ルーマニアのチームにおける⾞椅⼦ユーザー 

ルーマニアのある NGOの⾞椅⼦サービス事業では、⾞椅⼦ユーザーをその⾞椅⼦サービス提供
チームへ積極的に採⽤している。⾞椅⼦ユーザーは、その技能に応じてチームでさまざまな役
割を果たす。この NGOでは、⾞椅⼦ユーザーを⾞椅⼦サービス職員に迎えると、たいへん多く
の良い刺激があることが判った。チームのどのメンバーも、⽇々同僚として触れ合うことから
⾞椅⼦ユーザーのニーズをより意識し、顧客の⾞椅⼦ユーザーは、チームの⾞椅⼦ユーザーと
経験を分かち合うことを⼼地よく感じることが多く、この⾞椅⼦ユーザーは他のユーザーのロ
ールモデルとなっている。 
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A.3: 変⾰4を導く管理者 

⾞椅⼦サービス提供の導⼊や改善では、しばしば組織内に変⾰が求められる。しかし、変⾰を導く
のは難しくもある。変⾰を導くことは⾞椅⼦サービス事業管理者の任務の⼀部であり、それをやり
遂げるための主要な活動は： 

• 適正な⾞椅⼦供与の共有ビジョン5をつくり出す。 

• 適正な⾞椅⼦供与の重要性を、政策⽴案者、他サービスの供与者、潜在的な寄付者など、関連す
るすべての関係者へ伝達する。 

• 職員とリソースを適材適所に配置する6。 

• 職員を動機付け・惹き込み・注⼒させる7。 

 
適正な⾞椅⼦供与の共有ビジョンをつくり出す 

国内の⾞椅⼦供与改善について、すべての関係者が共有するビジョンをつくり出すのは、変⾰をも
たらすために協働が必要なあらゆる⼈を⿎舞する。ビジョンとは、望ましい未来像を⽰すべきもの
である。例えば： 

 

「⾞椅⼦ユーザーが、⽣活の全場⾯に、包摂され全⾯参加する世界」 

 
 
重要なのはポジティブなビジョンを熱く分かち合う
ことで、それが全職員を、障害者の⽣活の質の向上に
対して共鳴させ、注⼒させる。 

 

  

 
4  [原⽂] change 
5  [原⽂] shared vision 
6  [原⽂] aligning right personnel and resources 
7  [原⽂] motivating, engaging and committing personnel. 
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適正な⾞椅⼦供与の重要性を伝達する 

職員およびその他の関係者を⿎舞し続けるためには、管理者は適正な⾞椅⼦供与の重要性を絶えず
表明する必要がある。管理者が明確にすべきことは⾞椅⼦サービス提供の導⼊あるいは改善が優先
事項であり、また緊迫していることである。緊迫感とは避けたり遅れてはならない必要があること
を意味する。⼈は上司の優先事項に従うものなので、管理者の⾏動はつねに緊迫感を⽣まなければ
ならない。 

適正な⾞椅⼦供与の重要性と緊急性を伝達するやり⽅ 
• 世界および国内における適正な⾞椅⼦への満たされざるニーズ8、個⼈的移動への権利、適正

な⾞椅⼦供与が個⼈・地域・社会へもたらす益について語る。 

• ⾞椅⼦サービス提供の導⼊や改善へ向けての進捗を、定例職員会議で話し合う。 

• ポジティブな成功談を共有する。例えば職員会議で、またサービス事業所の壁にポスターで。 

 

職員とリソースを配置する9 
 

⾞椅⼦サービス事業には、教習を受けた職員、施設、
リソースが必要である。⾞椅⼦サービスチームの全
員に必要なことは： 

• 同じ⽅向性をもって協働する。 

• 仕事をするために必要な、リソースの⽀えを感
じている。 

• ⾃分の貢献が認められる。 

  

 
8  [原⽂] unmet needs. [訳注] マーケティング⽤語などで「アンメットニーズ」と呼ばれることも多い. 
9   [原⽂] Align personnel and resources 
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職員とリソースを配置するやり⽅ 
• ⾞椅⼦サービス提供に使える施設を⾒定める。 

• 職員、時間、施設、設備、資⾦を配分するさい、⾞椅⼦サービス提供を優先する。 

• 共有ビジョンや適正な⾞椅⼦供与の有益さを引いて、職員になぜこのサービス事業は⾞椅⼦を
供与するのか再認識させる。 

• ⾞椅⼦サービス提供での、職員の優れた仕事を認め、それに報いる。 

• 職員がチームとして協働するよう促す。 

 

職員を動機付け・惹き込み・注⼒させる 

管理者が職員を動機付け・惹き込み・注⼒させるためには： 

• 計画と実施に職員を加えることで職員が経験や技能
によって貢献でき、変⾰の内容、変⾰の実⾏における
⾃分の役割への理解が深まる。 

• いっしょに難題を克服することで問題の原因やその
解決法に関する職員の理解が深まる。 

• 短期⽬標10を設定し、⽬標達成を認めることで職員
は⾃分の努⼒が影響を与え、またそれが評価されたと
実感する。 

• 変⾰を組織のシステムや⽂化に統合する。例えば、
成功を祝う⽂化をつくり出し会議や休憩の間に成功談
やポジティブな物語を共有するよう奨励する。また、
成功した変⾰が維持されるよう、個々⼈の職務記述書
に新しい職務を記⼊するか組織の⽅針を更新する。 

 

  

 
10  [原⽂] short-term goals 
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B: ⾞椅⼦サービスを開始する 

B.1: サービスへのアクセス 

「公正なサービス」とはどういう意味か？ 

「公正なサービス」とは、すべての⾞椅⼦ユーザーに、⾞椅⼦を⼿にする平等な機会が保証された
サービスである。例えば： 

• 男⼥や少年少⼥に 

• 若者、中年、⾼齢者に 

• 近くに住む⼈にも、遠⽅、例えば農村地域に住む⼈にも 

• 異なる⺠族集団や、社会経済的背景の⼈にも。 

 

公正なサービスとは、すべての⼈びとに、その障害、年齢、ジェンダー、宗教、貧富、⾔語、⺠族
集団を問わずサービスへの平等な権利があると認めるものである。 

公正な⾞椅⼦サービスとは、異なる社会集団のユーザーへ同数の⾞椅⼦を（例えば、同数の⾞椅⼦
を男性と⼥性へ）供与することではない。なぜなら、ニーズは社会集団によって多様だからである。 

留意事項：サービスへアクセスするとは、たんに「サービスへたどり着く」という意味ではな
い。それはサービスについて知ることができ、サービスを訪ねられるかサービスに来てもらえ
ることを意味する。 
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サービスへのアクセスが難しい社会集団もある。以下、その例を挙げると： 

• ⼥性や少⼥ 

• サービスから遠く離れたところに住んでいる⼈びと/農村地域に住んでいる⼈びと 

• 貧しい⼈びと 

• ⼦ども 

• 異なる宗教や、社会経済的集団の⼈びと 

• ⾼齢者 

• 特定の集団：例えば、HIVやらい病を患う⼈びとは差別に晒されることがある。 

管理者は、そこの状況下ではサービスへのアクセスが難しそうな、さまざまな集団を意識している
必要がある。 

 
紹介・相談および⾯接予約 

紹介・相談11および⾯接予約12は、⾞椅⼦サービス提供の最初のステップである。 
 

ステップ まとめ  

1. 紹介・相談 
および 
⾯接予約 

⾞椅⼦ユーザーの紹介・相談のされ⽅はさまざ
まである。ユーザーは⾃分から名のり出るか、地
域・地区・地⽅レベルで働く政府あるいは⾮政府
の保健・リハビリテーション職員やボランティ
アのネットワークを通して紹介・相談される。⾞
椅⼦サービス事業によっては、社会福祉や保健
医療のサービスを受けるか学校、職場、地域の活
動に参加したことが全くない、隠れたユーザー
を積極的に⾒つけ出す必要があろう。 

 

 
効果的な紹介・相談には、⾞椅⼦サービス事業と地域との優れた連携が必要であるが、それは、⾞
椅⼦ユーザーを⾒定めてサービス事業へ紹介・相談するのが地域の⼈びとだからだ。⾞椅⼦ユーザ
ーを⾒定めてサービス事業へ紹介・相談しそうな、さまざまな個⼈や組織としては13： 
  

 
11  [原⽂] referral 
12  [原⽂] appointment 
13  [訳注] ⽇本では障害者⽀援事業所, 地域包括⽀援センター, 市町村の相談⽀援窓⼝などもここに含まれよう. 
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• 地元の病院 

• 地域の保健センター 

• 地域に根ざしたリハビリテーション14のネットワーク 

• 村/評議会/教会の指導者 

• 障害者団体 

• 他の⾞椅⼦ユーザー 

• 医師/看護師 

 

紹介・相談ネットワークを構築するため、管理者には何ができるか？ 
• ⾃分の地域の（個⼈や組織の）紹介・相談元を⾒定める。 

• ⾞椅⼦サービス職員と、⾞椅⼦を必要とする⾞椅⼦ユーザーを⾒出せるには、紹介・相談元
にはどんな情報が必要か、またどうやって⾞椅⼦ユーザーをサービス事業へ紹介・相談して
もらうか話し合う。 

• レジュメ/パンフレットを準備し（あるいは職員を⽀援して準備させ）て、紹介・相談元が必
要とする情報を供する。 

• 紹介・相談に当たる可能性がある個⼈や組織を訪問し（あるいは職員を⽀援して訪問させ）
て、⾞椅⼦サービスについて話し合う。 

• ⾞椅⼦ユーザーおよび紹介・相談元に向けたオープンデーを、⾞椅⼦サービス事業所で開催
する。 

• 紹介・相談元に向けた、紹介・相談ネットワーク教習を実施する。 

• 紹介・相談元で記⼊できる、紹介・相談フォーム作成を検討する。どんなフォームであれ簡
明にし、紹介・相談にはサービス事業所が必ず（紹介・相談された⾞椅⼦ユーザーへ⾯接予
約を⼊れることで）応え、フォームを利⽤した紹介・相談元へポジティブなフィードバック
を返すようにする。 

 

サービスへの公正なアクセスの増進 

管理者は、サービスへの公正なアクセスを増進するうえで、重要な役割を果たす。下表に、さまざ
まな社会集団のアクセスを⾼めるための提案を⽰す。 
  

 
14  [原⽂] community-based rehabilitation. CBR と略されることも多い.  
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 サービスへの公正なアクセスを増進するため、管理者には何ができるか？ 

⼥
性
お
よ
び
少
⼥
へ 

• 必ず、⾞椅⼦サービスに関する情報がいろいろな経路で⼿に⼊るようにする：例
えば、ラジオ、簡潔な⽂⾯のパンフレット/ポスター、映像などを通じて。 

• ⾞椅⼦サービスに関する広報には、必ず男性のみならず⼥性の姿も描く。 

• ⼥性にとっての⾞椅⼦の重要性を公の場や地域で話せる、⼥性⾞椅⼦ユーザーの
ロールモデルを⾒出す。 

• 地域の指導者へ、⾞椅⼦がどれほど、⼥性、⼦ども、男性にとって等しく重要で
あるか話す。 

• 管理職や役員など、⾞椅⼦サービス事業のあらゆるレベルに⼥性が参加するよう
⽀援し奨励する。 

• 障害者団体へ⾞椅⼦サービスに関する情報を供与し、そのさい⼥性にも男性にも
移動のために⾞椅⼦が必要であることを強調する。 

• ⾞椅⼦サービス事業について語る際にはつねに、サービスは男性、⼥性、⼦ども
のためのものです、と話す：単に「⼈びと」のための、とせず。 

⼦
ど
も
へ 

• 障害児の親が訪れそうな場所では、必ず⾞椅⼦サービスに関する情報が⼿に⼊る
ようにする：例えば、地域の保健診療所、リハビリテーションサービス事業所、
市場、公⺠館、教会、モスク、寺院などで。 

• ⾞椅⼦サービス事業について語る際にはつねに、サービスは男性、⼥性、⼦ども
のためのものです、と話す：単に「⼈びと」のための、とせず。 

• ⾞椅⼦サービスに関する教育や情報を、障害児の治療に当たる⼈びとへもたらす：
例えば医師、看護師、地域保健ワーカーへ。 

• ⾞椅⼦サービスに関する広報には、必ず⼤⼈のみならず⼦どもの姿も描く。 

• ⾞椅⼦サービスについて語る際にはつねに、⼦どもへ早期に⾞椅⼦を供与するこ
との有益さを説明する。また、⼦どもの家族/介助者に対して⾞椅⼦供与がもたら
す益も説明する。 

貧
し
い
⼈
び
と
へ 

• サービスの費⽤対効果を、必ず最⼤限にする。 

• ⾞椅⼦サービス事業所への移動、あるいは⾞椅⼦（が有料の場合）にお⾦を払え
ない⾞椅⼦ユーザーへ、財政的⽀援を与える⽅途を⾒出す。例えば、⾞椅⼦基⾦
の設⽴など。 

⾼
齢
者
へ 

• ⾞椅⼦サービス事業について語る際にはつねに、サービスは⾼齢者も含めたすべ
ての⼈びとのためのものです、と話す。 

• ⾞椅⼦サービスに関する広報には、⾞椅⼦を使っている⾼齢者の姿も描く。 

• ⾞椅⼦サービスについて語る際には、⾼齢者に、またその家族にとっての⾞椅⼦
の有益さを説明する。 
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サ
4
ビ
ス
か
ら
遠
く
離
れ
た
と
こ
ろ
に
住
ん
で
い
る
⼈
び
と/ 

農
村
地
域
に
住
ん
で
い
る
⼈
び
と
へ 

• 必ず農村部の、例えば村の保健診療所、市場、公⺠館、教会、モスク、寺院など
の場所で、⾞椅⼦サービスに関する情報が⼿に⼊るようにする。 

• ⾞椅⼦サービスに関する情報を、農村地域の⼈びとのために働く職員へもたらす：
例えば、地域に根ざしたリハビリテーションワーカーへ。 

• ⾞椅⼦サービス事業が出張訪問を提供しない場合は、農村地域の⾞椅⼦ユーザー
の移動を⽀援する⽅途を⾒出す。例えば、移動への財政的⽀援、サービスへの移
動を⼿助けできる他の組織と協働するなど。 

• 農村地域からサービスへ訪れる⾞椅⼦ユーザーに対して、宿泊を提供できるかど
うか調べる。 

• 農村地域へ出張訪問サービスを提供する。 

• 農村地域で働く⼈びと（例えば地域保健ワーカー）へ、地域の⾞椅⼦ユーザーを
⽀援するやり⽅、フォローアップの実施⽅法、簡単な⾞椅⼦のメンテナンスや修
理の施し⽅に関する教習を実施する。 

• 農村地域の荒れ地で効果的に使える⾞椅⼦が⼿に⼊るようにし、農村地域で⾞椅
⼦が使いやすくなる簡単な適合（例えばスロープ、平坦にした通路）のやり⽅に
関する情報を提供する。 

異
な
る
⺠
族
集
団
や
︑社
会

経
済
的
集
団
の
⼈
び
と
へ 

• ⾞椅⼦サービス事業について語る際にはつねに、サービスは⺠族集団や社会経済
的背景に関わりなく、すべての⼈びとのためのものです、と話す。 

• ⾞椅⼦サービスに関するあらゆる広報に、サービス対象地域のさまざまな⺠族や
宗教の⼈びとの絵姿を盛り込む。 

• 可能ならば、さまざまな⺠族集団や社会経済的集団の⼈びとを、サービス事業に
雇⽤する。 
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B.2: 施設および設備 

⾞椅⼦サービス提供は、いろいろな場所で実施できる。しかし、サービスの実施場所がどこであれ、
施設や設備がいくつか必要である。基礎レベルサービスに必要なスペースや設備は、中級レベルサ
ービスより少ない。 

すべて（基礎および中級）の⾞椅⼦サービス事業施設および設備 

受付および待合スペース 
どんなスペースが必要か？ 

受付登録⽤スペース、および⾞椅⼦ユーザーとその家族がい
っしょに待っていられる場所が必要。 

⼈びとが遠くからサービス所へやって来る可能性がある場
合は、かれらが軽⾷を得られる場所を考慮せよ。右イラスト
では地元業者が地域の保健診療所の外で屋台を開いている。  

静かな場所で、⾞椅⼦ユーザーが横になって待てるところが
あると、たいへん有益である。これが特に重要なのは： 

• 虚弱で疲れやすく、⾯接の間に休憩が必要な⼈に。 
• くたびれた⼦どもに。 
• 体重がかかる⾝体部位に褥瘡が認められた⼈すべてに。 

 

アクセスしやすいトイレは、事前評価およびフィッティン
グのスペースの近くだけでなく、受付および待合スペースの
すぐ近くにも必要である。 

詳しくは USBメモリ15内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

 

  

 
15   [訳注] 英語版のみ. ⽇本語版は, 教習パッケージフォルダをダウンロードして使⽤. 以下同じ. 
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推奨する設備： 

受付登録⽤の設備には、テーブル/机、いす、電話、書類を安
全に保管しファイルする場所などがある。 

待合スペースにポスター、リーフレット、ビデオ資料などを
揃えておくと便利。⼦どもがサービスを訪れる割合が⾼い場
合、待っているあいだ簡単なおもちゃで遊べるようにしてお
くと有効。 

 

職員⽤の事務スペース 
どんなスペースが必要か？ 

職員には、いっしょに作業や会合をし、書類を作成し、記
録を安全に保管できる場所が必要。 

 

事前評価およびフィッティングの実施スペース 
どんなスペースが必要か？ 

職員が⾞椅⼦ユーザーを事前評価できる場所、およびフィッ
ティングを実施できる場所として、⽐較的静かで⼈⽬に触れ
ないスペースが必要。 

そのスペースには、⾞椅⼦でアクセスしやすく、家族が同席
するのにじゅうぶん広く、じゅうぶん明るいことが必要。 

⼿近な無地の壁を⼀⾯、事前評価および写真の背景⽤に決め
ておくと便利。 

拠点センター型サービスに推奨する、このスペースの⼨法は
以下の通り（作業量によって異なる）： 

• 基礎レベルの臨床スペース：3 m x 2.5 m 

• 中級レベルの臨床スペース：4 m x 3.5 m 

臨床スペースが個⼈宅になる場合もある。そのさい肝に銘じ
るべきは臨機応変かつ順応的であること、そして必要不可⽋
な備品は⾃分で持って来ることである。 
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事前評価およびフィッティングの実施スペース 
設備： 

• ⽬隠しの仕切り：いちどに複数の対象者へ対応する時は、
⽬隠しのためカーテンか間仕切りで区画を分ける。 

• 評価ベンチまたはベッド：頑丈で安定した⾞椅⼦の⾼さの
構造物で、⾞椅⼦ユーザーが事前評価のあいだ座るもの。
座⾯には⽪膚を保護するため、EVAあるいは体操マットや
ヨガマットなど、クッション性のあるものを置く。ベッド
位置は、評価者がユーザーの前あるいは背後から作業でき
るところにする。 

• ⾜乗せブロック：ユーザーの⾜を正しく⽀えられるよう、
さまざまなサイズをセットにした⾜置き。 

• 詳しくは USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

• カメラ：（⾞椅⼦ユーザーの署名⼊り許可書があれば）事
前評価およびフィッティングの重要場⾯を記録するのに
便利。 

• 巻尺またはノギス。 
 

⾞椅⼦の下準備・メンテナンス・修理のためのスペース 
どんなスペースが必要か？ 

「技⼯」スペースが必要になるのは： 

• ⾞椅⼦の組み⽴て、修理、メンテナンスに。 

• 必要に応じた製造や改造に。 

スペースには、作業のためによい照明、換気、防⽔、適度な
空調が必要。 

⼿動および電動⼯具には保安が重要である。理想的には、鍵
のかかる⾦属製キャビネットに⼊れて保管するのがよい。 
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常設/拠点センター型サービスでは、技⼯スペースを以下のように分けるべきである： 

• 部材の最終組み⽴ておよび製品の調節、および安全・準備完了確認を完結するための「清潔」
区域。この区域には床スペースおよび作業台スペースが必要。 

• フォーム材の成形や接着、⼀般的な⽳あけ、ペーパーがけ、ヤスリがけ、塗装など改造や修理
を⾏なうために必要な「製作」区域。この区域には、床スペースおよび作業台スペースが必要。 

すべての技⼯作業を、サービス事業内の技⼯スペースで⾏なう必要はない。例えば、⾞椅⼦サ
ービス事業は技⼯的作業のいくつか、例えば張り布の縫製（を地元の仕⽴て屋へ）、溶接を
（地元の鉄⼯所へ）外注してもよい。 

設備： 

• スペースを整理整頓し、床スペースを有効利⽤するためにじゅうぶんな⼾棚、棚、⼯具掛け。 

• ⾞椅⼦の組み⽴ておよび調節、また改造部分を造作するための⼯具。 

• 改造のための資材リスト。 

• 技術者ひとりにつき 1台以上の作業台。⾞椅⼦ユーザーを含むチームの場合、最低 1台の作業
台は⾼さ調節できることを推奨。作業台は、床上作業スペースをその前か背後に取れるところ
に置く。 

必要な⼯具、資材、設備の詳細は USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

（注記：⾞椅⼦製造所に必要な施設および設備ははるかに広範囲にわたり、この参考書の範囲
を超える。） 

収納スペース 
どんなスペースが必要か？ 

⾞椅⼦、交換⽤部品、資材のための安全な収納スペースが必
要。このスペースは技⼯スペースに近く、安全で、⽔が⼊ら
ず、動物/昆⾍がいないところにすべき。窓に⾦属格⼦をはめ
ておくと、安全性が⾼まる。 

専⽤室を取れない場合は、部屋に専⽤スペースを設ける。こ
の場合、保安にはさらに考慮が必要。 
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収納スペースの設営： 

以下の提案は、整った収納スペースの設営に役⽴つ： 

• 棚やラックがあると、空間を最⼤限に使える。 

• 棚、ラック、箱、組み⽴て済み⾞椅⼦の間に通路があると、アクセスしやすく効率がよくなる。
通路にはものを置かない。 

• 物品は種類とサイズ別に整理しておく。同じ物品はまとめておくと、在庫管理や再発注のため
に数えやすい。 

• ⼩物、例えばネジ、ナット、ワッシャーは、品⽬およびサイズごとに⼩箱へ⼊れて保管。品名
を箱の正⾯に標⽰。 

• 箱および資材は簡単に湿気にやられるので、床へ直接、あるいは外壁に着けて置いてはならな
い。物品を床から持ち上げておくには、パレットが便利。 

• 窓がある場合は、格⼦をはめると安全性が向上する。 

ユーザー教習スペース 
どんなスペースが必要か？ 

ユーザー教習スペースは、以下を教えるために必要である： 

• 移乗および健康教育 

• ⾞椅⼦の取り扱い・⼿⼊れ・メンテナンス 

• 移動技能 

移乗および健康教育は臨床スペース、対象者の家、出張訪
問先で教えられる。 

設備： 

• ベッドなど、移乗を練習する基礎的な設備があると便利。 

 
⾞椅⼦の取り扱い・⼿⼊れ・メンテナンスは作業場の清
潔区域、あるいは他に適切な場所があれば、どこででも教え
られる。 

備品： 

• 基礎的な⾞椅⼦メンテナンス⽤備品が必要。 
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移動技能は、通常は屋外で教習するが屋内でもかまわない。 

⽬的別の屋外移動練習エリアは、⾞椅⼦ユーザーが⽇常⽣活
で越えられる必要がある荒れ地、軟らかい地⾯、排⽔溝、ハ
ンプ、縁⽯、段差、階段など、さまざまな路⾯を模擬できる。 

統合型サービスでは、移動練習エリアは他の移動機能障害の
ある⼈が利⽤してもよい。例えば、義⾜の使い⽅を学ぶ⼈や、
負傷したあと歩⾏技能を取り戻そうとする⼈など。 

 

専⽤の移動練習エリアのための場所がない場合は、既存の場
所で移動技能教習を安全に⾏なえるところを⾒出すこと。 

⼈の往来が多い場所は避け、さまざまな障害物がある場所を
⾒つけて活⽤するよう努めよ。 

 

可搬式の移動技能教習設備を作れば、⾞椅⼦サービスを提供
するあらゆる場所に設けられる。 

右イラストは、可搬式移動技能教習設備を⽇除けの下に設営
したところである。 

詳しくは USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 
 

 

中級レベルサービスのための、追加の施設および設備 

中級レベルの⾞椅⼦サービスを供与するには、スペースおよび設備をいくつか追加する必要がある。
以下、管理者が考慮すべき追加要件について説明する。 
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事前評価およびフィッティングスペース 

中級サービスでは、事前評価のあいだ⾞椅⼦ユーザーが横に
なるため評価ベッドが必要。 

詳しくは USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

専⽤の評価ボックスが、中級レベルサービスではたいへん有
⽤。評価ボックスは調節できる⾜台を備え、ハンド・シミュ
レーションの際にうまく寄り添って⽀えられるもの。 

詳しくは USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

• ⼀時的⽀持のため、事前評価およびフィッティングでは、
硬いフォーム材ブロックを⼿元に置いておくことが必要。
床上作業⽤の拭き取れるマットやクッションも必要。 

• 全⾝鏡は、⾞椅⼦ユーザーとサービス職員の両者が姿勢や
⾝体配列（アラインメント）を違った⾓度から観察でき、
たいへん有⽤。 

• 壁のおもちゃや絵は、⼦どもに優しい環境を醸成する。 

 

 

収納 

中級レベルでは、改造や姿勢⽀持部材に必要な資材の収納が
さらに重要。資材のうちフォーム材シートは、平らな乾いた
状態で保管することが必要。そのため、収納スペースおよび
収納ラックはより多く必要。 

⾞椅⼦の下準備・メンテナンス・修理スペース 

サービス事業所で修正あるいは製作した姿勢⽀持部材やベル
トへ張り布を施すには、清潔なスペースおよび⼯業⽤ミシン
が必要。こうしたスペースや設備がない場合は、サービス事
業はそれらの作業を外注しなければならない。 
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作業場の整理整頓 
施設および設備が整ったところで、管理者はそれぞれの施設について整理整頓の責任を分担すべ
きで、それには以下の 4 ステップを適⽤する： 

1. がらくたの除去：あらゆる不要な⼯具・部品・設備・期限切れの書類を取り除く。 

2. ⽇常的に使う物品の特定：⼯具、部品、説明書、書類など。⽇常的に使う物品は、最も簡単
に、すばやく⾒つけられるよう配置すべき。 

3. システムおよび責任：作業場ごとにシステム、およびシステムごとに実施責任者を置く。 

4. モニタリング：変化が定着しているか確認するためのしくみ。 
 

B.3: 適正な⾞椅⼦を取り揃える 

適正な⾞椅⼦およびクッションとはどういう意味か？ 

⾞椅⼦ユーザーによって、ニーズはさまざまであろう。しかし、みな適正な⾞椅⼦およびクッショ
ンを必要としている点は同じである。WHO「⼿動⾞椅⼦供与の世界ガイドライン」では、「適正な
⾞椅⼦」を以下のように定義している： 

• ⾞椅⼦ユーザーのニーズおよび環境条件に合い、 

• 適切なフィットおよび姿勢⽀持をもたらし、 

• 安全で耐久性があり、 

• 国内に⽤意され、 

• ⼊⼿・維持管理・継続的サービスを国内で、最も経済的かつ無理のない価格でできるもの。 

 

⾞椅⼦サービスへアクセスする⾞椅⼦ユーザーのニーズに応えるには、サービス事業は最低何種類
かの⾞椅⼦および⾞椅⼦クッションを供給できる必要がある。ユーザーに最適なクッションの種類
は、そのニーズによって異なる。 
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ただし、褥瘡発⽣の危険がある⾞椅⼦ユーザーには、除圧クッション、併せてその使い⽅の教習が
必要である。 

ユーザー教習と組み合わせた正しい機器がないことのコスト 

豊かな国ぐにで、25〜34歳の間に脊髄損傷を負った⼈の、損傷後平均（中央値）余命は約 38年
である(8)。対照的に、バングラデシュで⾏なった研究では脊髄損傷後の余命中央値は 5.36 年で、
56.4 %の⼈びとが損傷から 5 年以内に亡くなっていたことが判った(9)。その研究対象者の 80％
は⾃宅で亡くなっており、⾃宅で亡くなった⼈の 3分の 1 は死亡時に褥瘡があった。 

スリランカのリハビリテーション病院では、脊髄損傷病棟の病院経費調査を 1999 年に実施した。
その時、浅い褥瘡は治癒には 6週間を要し、その費⽤は 286⽶ドルと推計された。深い褥瘡の治
癒には約 1 年を要し、費⽤は 2,483⽶ドルと推計された。同じ調査は、適切な⾞椅⼦・クッショ
ン・マットレスおよびじゅうぶんな患者教育を導⼊すると⼊院中の褥瘡発⽣が 70 ％減り、ドレ
ッシング（創傷被覆材）への⽀出が 60 %減ることを実証した。 

ブラジルのサンパウロでは、脊髄損傷を負った⼈びとの⼆次障害を減らすため、教育に重点を置
いたサービスを病院のプログラムに導⼊した。褥瘡発⽣は 23 %の減少をみた(10)。 

 
適正な⾞椅⼦とクッションの種類を選ぶ 

適切にフィットし姿勢を⽀える 
 

 

⾞椅⼦ユーザーには、⾃分の体格に合った⾞椅⼦が必要である。
誤ったサイズの⾞椅⼦は不快で、しっかりした姿勢⽀持を与えず
⾞椅⼦ユーザーに害を及ぼす。このため、⾞椅⼦サービス事業は
さまざまなサイズの⾞椅⼦、あるいはサイズを調節できる⾞椅⼦
を供給する必要がある。 

ほとんどの⾞椅⼦ユーザーは、⼀⽇に⻑時間を座って過ごす。これは、⾞椅⼦が単なる移動⽀援具
ではないことを意味する。⾞椅⼦は、⼼地よくまっすぐに座れるよう、ユーザーを⽀えてもいる。
また、⼈びとの姿勢⽀持ニーズはさまざまであるため、あれこれ違った種類の⽀えを備えた⾞椅⼦
が必要になる。 
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基礎レベルの姿勢⽀持ニーズがある⼈に必要なのは、ぴたりとフ
ィットした⾞椅⼦の⽀えである。 

 
 
 
 

 

中級レベルの姿勢⽀持ニーズがある⼈に必要なのは、⽀えを追加
した、ぴたりとフィットする⾞椅⼦である。追加の⽀えを与える
には、⾞椅⼦へ姿勢⽀持を付加するか、専⽤の座位保持シートを 

設ける。 

 

適切なサイズも、適切な⽀えも与えないことのコスト 

南アフリカ共和国・⻄ケープ州リハビリテーションセンターの職員は、追加の姿勢⽀持を必要と
しながら⾃分の⾞椅⼦に付いていない、学校やケアセンターの⼦どもたちに観察された合併症に
関する報告をまとめた。その中で 21％の⼦どもに姿勢の合併症が起きていた。そうした合併症
による⼦どもおよびその家族のコストとは： 

• 合併症が悪化すると、⾯接により多く時間がかかる。 

• より不良な健康状態。 

• より不良な姿勢および不快感。 

• より低い座位耐性（快適に座れる時間が短い）。 

• 教育プログラムへの参加の減少。 

• ⽣活の質の低下。 

 
ユーザーのニーズおよび環境に合う 

適正な⾞椅⼦とは、⾞椅⼦ユーザーが、やりたいことを楽にやれるようにするものでなければなら
ない。⾞椅⼦ユーザーには、⾞椅⼦を乗り降りでき、⾞椅⼦をこげ、輸送や収納のために⾞椅⼦を
折りたため、⽇々の活動を果たせる必要がある。適切な種類の⾞椅⼦および正しい⾞椅⼦の特⾊と
は、⾞椅⼦ユーザーが、それらを楽にやれるようにするものである。 
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⾞椅⼦ユーザーには、⾞椅⼦が⾃分の環境でうまく働くことも必要である。異なる種類の⾞椅⼦は、
それぞれ異なる環境に適する。例えば屋内使⽤に向く⾞椅⼦もあれば、屋外の荒れ地での使⽤に向
くものもある。 

放棄された機器：あればないよりはまし、だろうか？ 
機器がユーザーのニーズを満たさなければ、たいてい放
棄されてしまう。 

このイラストは、よくある話を語っている。この⾞椅⼦ユ
ーザーは寄付品の⾞椅⼦を 3 台持っているが、どれ⼀つ
そのニーズを満たさず、かれは家から出られない。最初の
⾞椅⼦2台は壊れていて交換⽤部品が⼿に⼊らないため、
使い物にならない。3台⽬は新品の⾞椅⼦だが品質が悪く
屋外で使うとぐらぐらして不安定に感じ、⾞椅⼦ユーザ
ーには不安である。 

 

 

安全性および耐久性 

⾞椅⼦ユーザーが求めている製品とは安全で耐久性があり、無理のない費⽤で修理できるものだ。
⾞椅⼦サービス事業にも、供与する⾞椅⼦を安全で⻑持ちし、現地で修理できるものにすることは
有益である。これは⾞椅⼦の交換費⽤を抑え、⾞椅⼦のメンテナンス作業が楽になる。 

低リソース状況にある⾞椅⼦ユーザーの多くは、⾃分の⾞椅⼦を使って荒れ地を移動し、⾞椅⼦が
⾬・砂・泥を浴びるのを余儀なくされる。このため、かれらの⾞椅⼦は頑丈で、そうした条件で⻑
持ちするつくりであることが必要だ。品質が劣る⾞椅⼦は、すぐに（例えば 1〜6 か⽉で）壊れて
しまう。しかし、うまく設計した⾞椅⼦は、ちゃんと維持管理すれば 3〜5 年はもつ。こちらの⽅
が、はるかに買い得である。 
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品質が悪い⾞椅⼦によく起こる問題の例： 

• 座⾯や背もたれの張り布の品質が悪く、裂け、またはたるむ。 

• キャスター輪（の⾞軸、タイヤ、ベアリング、キャスターフォー
ク）が壊れる。 

• 駆動輪（の⾞軸、ハンドリム、スポーク、ベアリング、タイヤ）が
壊れるか摩耗する。 

• ブレーキが錆び、効かなくなる。 

• ⾜台が壊れる。 

• クッションが付いていないか、品質が悪くすぐに破損する。 

• 着脱可能な部品が紛失する。 

 
管理者の任務 

⾞椅⼦サービス事業管理者は寄付品⾞椅⼦の調達、あるいは受け取りの際に重要な役割を果たす。
詳しくは USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

その任務は、以下の確認である： 

• サービス事業で⾞椅⼦およびクッションを選択でき、⾞椅⼦ユーザーのさまざまなニーズを（で
きる限り）満たせるようにする。これは、さまざまなサイズ範囲、姿勢⽀持、環境および⽣活様
式のニーズへの考慮を含む。 

• 選択する⾞椅⼦は頑丈なものにする：特に、荒れた過酷な環境で使う場合。 

• ⾞椅⼦は現地で修理できるものにする。これには、交換⽤部品が調達（または寄付品が供与）さ
れるか、交換⽤部品が現地で簡単に購⼊できることが含まれる。 

⾞椅⼦サービス事業が供与した製品について、⾞椅⼦ユーザーからのフィードバックを積極的に求
めることが⼤切だ。管理者やサービス職員は家庭訪問やグループミーティングで、あるいは障害者
団体を通じて、⾞椅⼦ユーザーから話を聞ける。 

新型の⾞椅⼦やクッションを初めて導⼊する際に、⾞椅⼦サービス事業には製品試験を実施し、何
⼈かの⾞椅⼦ユーザーに新製品を⼀定期間試⽤し、フィードバックを頂く選択もある。フィードバ
ックは、個別インタビューまたはフォーカスグループ16を通じて集められる。 

  

 
16  [原⽂] focus groups. 座談会形式などでのインタビューによって意⾒を得るために集められたグループ 
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管理者は、調達するか受け取る⾞椅⼦が⻑持ちし修理できるか、どうやって確かめれば
よいか？ 
管理者は、その⾞椅⼦について詳しく知るため供給者（あるいは寄付者）に質問するとよい。管
理者が聞けることとしては： 

• その⾞椅⼦は、どこかの認証基準（例：専⾨機関が定める性能試験や品質保証試験）に合格し
ていますか？していれば、成績はどうでしたか？ 

• その⾞椅⼦について、供給者が推奨する製品寿命は特にありますか？ 
• 供給者には、故障を報告するしくみがありますか？ 
• だれか他に、その⾞椅⼦を買って使っていますか？管理者がその⾞椅⼦を供与している他のサ

ービス事業と連絡を取り、その性能をもっと詳しく知ることは可能ですか？ 
• どんな⼯具が、その⾞椅⼦の組み⽴て、および/または調整に必要ですか？ 
• 交換⽤部品が⽤意されていますか？それらの部品は海外から購⼊しなければなりませんか、あ

るいは必要な交換⽤部品の⼀部は、国内ですぐ⼿に⼊りますか？ 
• その⾞椅⼦は国内で試⽤されていますか？されていれば、そのフィードバック/結果はどうで

したか？ 
• フレームが壊れた場合、現地で修理できますか？ 
• その⾞椅⼦に、メンテナンスのマニュアルは付いて来ますか？ 

 

⾞椅⼦のメンテナンス・修理・フォローアップ 

⾞椅⼦サービス提供の 8ステップ⽬はフォローアップ・メンテナンス・修理である。 

フォローアップ・
メンテナンス・ 
修理 
 

フォローアップ⾯接は、⾞椅⼦のフィットを確かめ、
いっそうの教習や⽀援を提供する機会である。そのタ
イミングはユーザーのニーズや、ユーザーが利⽤でき
る他のサービスによって異なる。⾞椅⼦サービス事業
は、地域では容易に解決できない技術的問題には、メ
ンテナンスや修理サービスを提供してもよい。 

 

  
 
このステップの重要部分は、⾞椅⼦ユーザーおよびその家族
へ、⾃分の⾞椅⼦をメンテナンスするやり⽅を教えることであ
る。定期的メンテナンスを家庭で実施すれば、⾞椅⼦がより⻑
持ちし、⼤きな修理の必要が少なくなる。 
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⾞椅⼦サービス事業は、メンテナンスおよび修理サービスを供与できるよう提携相⼿に教習を施し、
あるいは⾞椅⼦のメンテナンスや修理を実施できる地域のリソース（例えば⾃転⾞修理店）を⾒出
してもよい。 

 

B.4: 職員の配置 

⾞椅⼦サービス内の業務 

⾞椅⼦サービス提供はたいてい、何⼈かでチームして働き、供与する。さまざまなチームメンバー
が異なる業務：臨床、技術、教習、事務、管理などを果たす。 

⼈によって果たす業務が⼀つのことも、複数のこともある。例えば、臨床業務を実施する⼈がサー
ビス管理業務も果たす場合がある。場合によっては、異なる組織の職員が協⼒してさまざまな業務
を果たすこともある。 

下表に、さまざまな業務を担う職員が、⾞椅⼦サービス提供に関わるさまざまな活動をどのように
受け持つかを⽰す。 
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臨
床 

技
術 

⾞
椅
⼦
ユ
)
ザ
)

へ
の
教
習 

事
務 

管
理 

サービス事業の管理および育成 
サービス事業の振興 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

資⾦調達     ✔ 

紹介・相談元の育成 ✔ ✔ ✔  ✔ 

他組織との連絡 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

サービス事業評価 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

サービス提供の主要ステップ 
1. 紹介・相談および⾯接予約 ✔ ✔  ✔ ✔ 

2. 事前評価 ✔ ✔  ✔  

3. 処⽅ ✔ ✔  ✔  

4. 資⾦調達および発注 ✔ ✔  ✔ ✔ 

5. 製品の下準備  ✔    

6. フィッティング ✔ ✔    

7. ユーザー教習 ✔ ✔ ✔   

8. フォローアップ・ 
メンテナンス・修理 

✔ ✔ ✔   

教習および職能開発 
紹介・相談ネットワーク職員へ

の教習 

✔ ✔ ✔ 
  

ネットワーク職員への教習 ✔ ✔ ✔   

サービス提供職員への教習 ✔ ✔ ✔   
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教習 

各サービス業務は、適切な教習を施せば、さまざまな学歴や職歴の⼈が提供できる。臨床、技術、
教習業務を果たす職員は、教習を受けていることが重要である。 

• 基礎レベルサービスを提供する臨床および技術職員は、教習を受けて WHO基礎⾞椅⼦サービス
教習パッケージが⽰す技量に達しているべきである。 

• 中級レベルサービスを提供する臨床および技術職員は、教習を受けて WHO中級⾞椅⼦サービス
教習パッケージが⽰す技量に達しているべきである。 

 
留意事項：職員へ技能教習を実施する際は、いちどに⼆⼈以上へ教習を実施するのが上策であ
る。教習を受けた⼈が⼀⼈だけでは、サービス事業はたいへん脆弱になる：その⼈が抜けてし
まうと、いっしょに知識や経験がすべて消え去ってしまう。 

 

サービス容量を⾒通す 

管理者は、何⼈の⾞椅⼦ユーザーへ毎⽉、そして毎年サービスを供与できるかに基づき、⾃らのサ
ービス事業を計画できる必要がある。これは「サービス容量」と呼ぶことができる。 

サービス容量に含まれるもの： 

• 初めて⾞椅⼦を⼿にする⾞椅⼦ユーザー数 

• フォローアップして⾏く⾞椅⼦ユーザー数 

サービス容量に連結するもの： 

• ⾞椅⼦サービス提供で動ける職員数 

• 職員が⾞椅⼦サービス提供に使える時間数 

• 調達できる⾞椅⼦の台数：これは予算に直結することが多い。 

 

職員の時間を算出する 

管理者がサービス容量を⾒積もるには、職員が⾞椅⼦サービス提供にどれくらいの時間を費やせる
か算出できる必要がある。管理者がこれを⾏なうために知る必要があることは： 
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• 年間に使える（公休⽇および年次有給休暇を差し引いた）勤務週数 

• 職員が⾞椅⼦サービス提供実施にかけられる（他の職務、役割、活動を含まない）時間の割合 

管理者は、⾞椅⼦サービス提供の各ステップ実施に職員が要する時間がどれくらいか、も考慮する
必要がある。これには多くの要因が影響する。例えば、⾞椅⼦サービス職員が新⼈か熟練者か、供
与する⾞椅⼦に改造が必要かどうか、などである。しかし⽬安としては、熟練者のチーム（臨床職
および技術職）で供与できるのは： 

• 1⽇当たり 2 ⼈の、基礎レベル対象者への新しい⾞椅⼦、あるいは、 

• 1⽇当たり 1 ⼈の、中級レベル対象者への新しい⾞椅⼦、であろう。 

下表に、2 ⼈が協働するチームを基準としたサービス容量⾒積もりの⼀例を⽰す。チームのひとり
が臨床業務、もうひとりが技術業務、ユーザー教習には両者が当たる。チームは週 5 ⽇、年間 42
週働く。⾞椅⼦および資材がじゅうぶんあれば、このチームで供与できるのは： 

• 年間、推定で 357 ⼈の⾞椅⼦ユーザーへの基礎レベル⾞椅⼦サービス、あるいは、 

• 年間、推定で 179⼈の⾞椅⼦ユーザーへの中級レベル⾞椅⼦サービスである。 

 基礎的サービス 中級サービス 

勤務週数計画   

勤務⽇数/週 5 5 

勤務週数/年（祝⽇および休暇を差し引く） 42 42 

サービス容量⾒積もり   

サービスユーザー数/⽇ 2 1 

サービスユーザー数/週 10 5 

サービスユーザー数/年 420 210 

偶発事象 ＠ 15%（想定外のできごと） -63 -31 

ユーザー数⾒積もり/年 357 179 
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⾞椅⼦サービス提供チームをつくり出し、育成する管理者の任務 
• ⾞椅⼦サービスのさまざまな業務を実施する、既存の、あるいは新規の職員を確定する。 

• それらの職員で、必要な技能をまだ持たない⼈への教習を段取る。 

• ⾞椅⼦サービス提供へ振り向ける職員の持ち時間を確定し、かれらが果たしている他の職務・
役割・活動に基づいて、その時間に現実味があることを確かめる。 

• 年間のサービス容量を⾒積もり、それをチームへ伝達する。 

• 職員の⾞椅⼦サービス提供業務遂⾏を⽀援する。例えば： 

o 職員をサービス計画づくりに参画させる。 

o 毎週/毎⽉の⾯接予約その他の活動が分かる、計画ツールをつくる。 

o 毎週定例会議を開いて進捗を確かめ、成功例を取り上げ、課題に対処する。 

 

B.5: ⾞椅⼦サービスはどうお⾦がかかるのか？ 

⾞椅⼦サービス提供費⽤の⾒定めは、管理者の重要任務である。下表に、⾞椅⼦サービス事業の⽴
ち上げおよび運営に関わる⼀般的予算枠のいくつかを⽰す。実際の費⽤は、状況によって変化する。 
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予算費⽬ コメント 
⽴ち上げ費⽤  
製品の設計  
各種製品の調達  
⼯具  
設備  
建物/施設 例えば建設/改修/改装など。 
資材の在庫  
運転費⽤  
⾞椅⼦ ⾞椅⼦の在庫：サービス容量⾒積もり、および対象⾞椅⼦ユーザー

のニーズ予測に基づく。 
交換⽤部品 ⼀般に必要な交換⽤部品の在庫を維持すると、⾮常に便利。 
資材 基礎レベルでは、改造に若⼲の資材が必要。中級レベルでは、さら

に資材が必要。 
運送（製品の輸送） 輸⼊⾞椅⼦の輸送および通関。⾞椅⼦の配送センターへの輸送。 
⼈件費  
管理職 この予算⽬安では、職員となる可能性がある⼈を幅広く挙げてい

る。各サービス事業がこれらの職員をすべて置くよう期待している
わけではない。 
チェック印✔（⼀覧表を参照）は、サービスステップに関する活動
を⽰す。⼀⼈の職員が複数の活動実施を担当してもよい。 

臨床職 
技術職 
訓練員/ピア訓練員 
事務職 

交通費  
職員の近距離交通 フォローアップ、出張訪問サービス、紹介・相談ネットワークへの

教習など。 
対象者の近距離交通 ⾯接のためのサービスへの移動。 

対象者の宿泊 必要な対象者へ宿泊を（サービス側が負担/援助する場合）提供する
費⽤。 

印刷資料 各種フォーム、確認表、ユーザー情報。 
消耗品 糊、⽷、塗料など。 
⼯具の交換 ⼯具は消耗するため、交換資⾦を予算化すべき。 
諸経費 電気代、⽔道代、賃借料を、各サービス事業スペース（臨床、技⼯、

収納、ユーザー教習、事務所）について考慮せよ。 
職員への教習 サービス職員への、あらゆる教習を考慮せよ。 
提携相⼿/紹介・相談ネ
ットワークへの教習 

提携相⼿および紹介・相談ネットワーク組織への、あらゆる教習/啓
蒙活動を考慮せよ。 

資⾦集め 資⾦集めへの、あらゆる活動費⽤を予算化すべき。 
モニタリングと評価 サービスユーザーを訪問してフィードバックを集めるなど、モニタ

リングと評価に関連する費⽤。移動や追加職員の費⽤を含める場合
もある。 

  



 

 41 

参考書 

費⽤対効果の⾼い⽅策 

低リソース状況で働く管理者は、費⽤節減の⽅途を探る必要がある。費⽤節減を可能にする⽅途と
しては以下のものがある： 
 

統合型サービス 

• 統合型サービスは、施設を効果的に共有するため、単独でのサービス事業設⽴に⽐べ、著しい費
⽤分担の機会が得られる。 

 

他組織との費⽤分担 

サービス事業は、他組織と提携して費⽤を分担してもよい。例えば： 

• 国際的な援助/開発機関が、⾞椅⼦の費⽤分担に関⼼を⽰す場合がある。サービスセンターにと
っての益は、製品価格が⼿の届きやすいものになることである。国際機関にとっての益は、その
資⾦が拡がり、またサービスセンターが⽰す、財政的持続可能性への取り組む⼒量が判ることで
ある。 

• 当該地域の組織が、現地のサービス拡充のためサービス事業との提携を望む場合もある。地域の
提携相⼿で、設備や⾞椅⼦サービス提供ステップのいくつか（例えば、フォローアップやユーザ
ー教習）を実施することもできよう。⾞椅⼦ユーザーにとっての益は、移動や費⽤が少なくて済
むことである。サービスセンターにとっての益は、サービス事業が地域社会へ拡がることである。 

 

可能性のある財源 

⾞椅⼦サービス事業の設⽴および運転費⽤の資⾦調達⽅法に関する詳細は、「C.4: 持続可能な財政
計画」で説明する。 
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C: ⾞椅⼦サービス事業を運営する 

C.1: サービス事業が機能しているか判るには？ 

モニタリングと評価（M&E17）は、事業管理者が、そのチーム活動の結果、何が起きている（ある
いは起きていない）のかが判る役に⽴つ。また管理者とそのチームが、何がうまく⾏き、また⾏っ
ていないのかを学び、サービスユーザーや関係者が考えていることを理解するためにも役⽴つ。 
 

モニタリングと評価とは何か？ 

 モニタリング 評価 

いつ⾏なうのか？ 
• 継続的 

• ⽇常業務活動に統合 

• サービス事業の主要局⾯、例えば
（継続的に集める情報はあるに
しても）1 年ごとの審査で 

何を測るのか？ 

• サービス活動 

• 使⽤した⾞椅⼦および追加の⽀
え 

• 益した⼈びとの数および構成 

• 個⼈および地域への影響 

• 持続可能性 

何を情報源に⽤い
るのか？ 

• サービスユーザーデータベース 

• サービス業務記録 

• サービス事業データ 

• ユーザーからのフィードバック 

• 財務報告 

• 職員の時間分析 

• 調査 

• アンケート 

• グループ討論 

• 家庭訪問 

• サービス実施の観察 

• 収⽀評価 

  

 
17   [訳注] Monitoring and Evaluation. 
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効率よく効果的なサービス 

M&Eは、管理者やサービス事業に関わる他の⼈びとへどう役⽴つのか？ 
• サービス提供の質を向上させるための重要情報をもたらす。 
• 製品調達の指針となる情報をもたらす。 
• 効率を⾼めることで費⽤を抑制し、⽬下の、および提案中の資⾦供与を正当化する。 
• サービス事業が、エビデンスをもって、サービスの有効性を政府や NGOなどの資⾦供与者へ
⽰せる。 

• 満たされざるニーズを特定し、数量化できる。 
• 適正なリソース配分が分かる。 
• サービスの有益さに対する意識を啓発する。 
• サービス受益者との、より強い連携を育てる。 

 
サービス事業をモニターし評価するには、3段階の枠組みをつくるのが有効である。詳しくは「⾞
椅⼦ガイドライン」表 3.5 を参照。 

1. モニターすべき分野を
計画する 

2. 達成⽬標を設定する 3. 情報収集⽅法を確定する 

  
 

 
集めた情報およびデータを分析するさい、2 つ重要な留意事項がある： 
 

• 活動がうまく⾏っていない時は、サービスユーザー、
サービス職員、その他の関係者と協⼒して、問題の
根本原因をつきとめよ。 
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• 活動がうまく⾏き⽬標を達成した時に、その成功を共有し
祝福するやり⽅を⾒出せ。これは、サービスチームおよび
その他の関係者にとってたいへん励みになる。 

 
 
 
 
 
 

ユーザーからのフィードバックの重要性 

評価によってサービス事業は、何がうまく⾏って何を変⾰する必要があるのか、振り返りができる。
またサービス事業が、全体的な⽬的を達成したかどうか振り返ることもできる。 

その⽬的とは、「⾞椅⼦ガイドライン」によれば： 

• 最⼤限に⾃⽴した個⼈的移動性を増進する。 
• ⾞椅⼦へのアクセス向上を通じて⽣活の質を⾼める。 
• インクルージョンおよび参加を増⼤させる。 
 
サービス評価には、いろいろな評価基準が使える。例えば： 

• サービスを受けた⾞椅⼦ユーザーおよび受けた介⼊ 
• 製品やサービス提供の費⽤などの、サービス費⽤ 
• 職員配置（職員数、職員の役割および能⼒） 
• サービスに利⽤できる施設および設備 
• サービス提供の品質（優れた実践の推奨事項は「⾞椅⼦ガイドライン」 3.3項に列挙） 
• サービスが⾞椅⼦ユーザーおよびその家族へ与えた影響。 
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⾞椅⼦サービス事業の評価に、⾞椅⼦ユーザーの参画を得ること
は⾮常に重要である。⾞椅⼦ユーザーからのフィードバックを計
画する際には、以下の重要な留意事項がある： 

• 移動および時間の 2 つが、最も⼤きな費⽤である。フィードバ
ックをもたらす⾞椅⼦ユーザーには、これに伴う移動や時間へ
の⼿当が必要な場合もある。 

• フィードバックは全サービスユーザーから定期的に集めること
も、毎⽉あるいは毎年、無作為に選んで集めることも可能。 

• サービス事業にとってためになるのは、サービスユーザーが遠慮せず、率直かつ正直にフィード
バックする場合だけである。直接サービス事業内部にいない⼈に、インタビューをやってもらう
のは有益である。 

 

サービス評価が有益であることの、エチオピアでの実例： 

2 ⼈の現場担当者が、国じゅうの 7 つのサービスセンターで 140 ⼈の⾞椅⼦ユーザーへインタ
ビューを⾏なった。現場担当者は 2 ⼈とも移動に障害を抱えていたが、それがかれらの任務に
おいて、たいへんためになったことが判った。 

その現場担当者たち⾃⾝は、⾃国の⾞椅⼦ユーザーが直⾯する問題をよく知ることができた。
この過程は、かれらに⾞椅⼦ユーザーのニーズや権利を提⾔する⼒を与えた。サービスユーザ
ーには、ポジティブなロールモデルからインタビューされることが、感情や⼼理の⾯で有益で
あった。 

評価インタビューに続いて⾮公式のネットワークが発展し、サービス供与者と利⽤者との関係
が強化された。加えて評価を通じ、⾞椅⼦ユーザーが⾃分のニーズに適した⾞椅⼦を得ていな
い事例がいくつか発覚した。このことからサービス事業内部での教習の必要がつきとめられ、
サービス事業側で対処した。 

 

影響評価における基準情報18の重要性 

⾞椅⼦を⼿にした⼈びとへのサービスの影響を調べるには、何か介⼊を受ける前、すなわち事前評
価が始まる以前の個⼈状況を記録することが重要である。 
  

 
18   [訳注] baseline information. 
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基準情報を集める機会の例： 

• 紹介・相談時に、紹介・相談センターや病院の職員によって。 

• 紹介・相談と事前評価との間に、家庭訪問や電話を通じて。 

• 事前評価の折りで、評価を始める前に。 

さらに詳しくは USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」を参照。 

サービスユーザーから情報を集めるインタビュー実施では、インタビュアーの下準備19が重要であ
る。これは各質問に対して明確で完結した回答を得るためで、それはデータが有効であるために重
要である。 

インタビュー技法に関するアドバイス 
下準備： 

• 各インタビューの前に、⾃分が⾔うことを練習しておけ。必要以上のことはしゃべるな。 

技法： 

• 質問は、書いてある通りに読み上げよ。 

• 回答者へ答えを⽰すな、ほのめかしもするな20。 

• どんな説明が必要な場合も、中⽴であれ。 

• 反応を正確に記録せよ。 

対象者に敬意を払え： 

• 対象者が、インタビューされることに⾃由かつ⾃発的に同意しない限り、先へ進むな。 

• 対象者の気が和むようにせよ。 

• 対象者が何を⾔っても、驚き、満⾜、困惑を露わにするな。 

• 対象者の答えは秘密として扱え。 

 
ユーザーの基準情報収集の優れたシステムを確⽴すると、⾞椅⼦サービスの品質を改善し、ひいて
はそのサービスが⾞椅⼦ユーザーの⽣活の質へ及ぼす影響にも反映される。 

これの実施は： 

• 通常のフォローアップの⼀部か、 

• 独⽴した活動として⾏なうことが可能である。 
  

 
19   [訳注] preparation 
20   [訳注] not even subtly 
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⼦どもへの影響を評価する 

可能であれば⼦どもへ「声」を与え21、⾞椅⼦や⾃分へのサービスの影響をフィードバックしても
らうことは⼤切である。「感情サイコロ」を⽤いるのは、その⼀例である(11)。最初に、さまざまな
感情をその⼦どもといっしょに分類する。そうすると、かれらへ尋ねて「・・・の時、私はハッピ
ーです。」「・・・の時、私は悲しいです。」のような⽂を完成できる。 

 
怒った 悲しい 傷ついた 恥ずかしい わくわく   ハッピー 

 

データの記録および処理 

モニタリングと評価には、情報（データ）の記録・収集・保管・処理が必要である。効率よくデー
タを記録すると、時間とお⾦の節約になる。データをデータベースへ直接⼊⼒し、その結果を処理
してサービス事業に最も役⽴つ報告を作成するような設定が理想的だ。持ち運べるタブレット PC
はたいへん有⽤でデータを実地訪問で、またセンターでも記録できる。携帯電話技術も急速に進歩
しており、データを⼊⼒し送受信する⼀法になろう。 
 

サービス事業計画づくり 

年間のサービス事業計画は、年間を通してモニターすることでサービスを効率よく効果的にする。
職員を計画や達成⽬標づくりに参画させることで動機付け・惹き込み・注⼒させることに留意せよ。
サービス事業計画には年度末の評価を含めてよい。以下、サービス事業計画枠組みの⼀例を⽰す。 
  

 
21   [原⽂] to give children “a voice” [訳注]「⼦どもの権利条約」などに述べられている, ⼦ども⾃⾝による年齢や成

熟度に応じた⾃由な発⾔・意⾒表明の機会を確保することを指す. 
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サービス事業計画枠組み 
モニターすべき 

ニーズ/問題の特定 
ニーズ/問題 

へ対処する際の 
取り組み/⽬標 

達成⽬標 情報収集 

この⼀年、⾞椅⼦サ
ービスへアクセス
した⼥性が男性よ
りはるかに少ない
（⼥性 20 %、男性
80 %）。 

サービスへ、より多くの⼥性
が⾒出されて紹介・相談され
るために： 

• 村の代表など紹介・相談元
と、⼥性を⾒出すことにつ
いて話し合う。 

• 全国的な障害者団体と協働
して、⼥性が⾞椅⼦サービ
スへ来るのを励ます、⼥性
のロールモデルを⾒出す。 

⾞椅⼦サービスへ
アクセスする⼥性
の割合を 40 %以上
に⾼める。 

⾞椅⼦ユーザーのデ
ータベースを引き続
き更新し、男性と⼥
性がそれぞれ何⼈、
サービスへアクセス
したか調べる。 

 

C.2: 需要管理 

サービスを運営するうえで、需要を⽣む⾞椅⼦ユーザーのニーズと、適正なサービスを供給する⾞
椅⼦サービス職員の容量とのバランスは重要である。 
 

需要創出 

サービスへのニーズは、サービス事業が働く地域⼈⼝の 1 %を計算すれば推計できる。しかし、⼈
びとに⾞椅⼦サービスやその有益さに対する意識が⽋けているか、サービスへアクセスできなけれ
ば、ニーズがあっても需要は⼩さくなる。 
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サービスへの需要が⼩さいと、サービスユーザー
当たりの費⽤が上昇し、サービス事業の財政的持
続可能性を圧迫する。 

 

管理者の任務は、なぜ紹介・相談が少ないかの根本原因をつきとめることである。考えられるのは： 

• サービス事業が、最適な紹介・相談元を⾒出していない。 

• ⾞椅⼦を必要とする⼈が、紹介・相談元へアクセスしていない。 

• 紹介・相談ネットワーク向け教習が、⾞椅⼦サービスの有益さや重要性を伝えていない。 

• ⾞椅⼦ユーザーがサービスへアクセスできない：住んでいる場所から遠すぎ、かつ/または移動
⼿段が得られないために。 

 
紹介・相談が⾜りない原因が判りさえすれば、管理者とそのチームで需要創出に取り組める。 
 

需要管理 

サービス事業へ紹介・相談される⼈数が職員に対応
できる数を上回る場合、3 つの結果が予想され： 

• 職員が対象者ひとりにかける時間が少なくなり、
サービスの質が落ちるか、 

• ⾞椅⼦ユーザーの⾯接待ち時間が延びるか、 

• 帰ってしまう⾞椅⼦ユーザーが出てくる。 

いずれも、サービスユーザーとサービス職員の双
⽅を気落ちさせる事態である。 
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それゆえ、需要の注意深い管理はたいへん有益である。管理者は、最初は紹介・相談元を少数に絞
り、近くの紹介・相談元から始めるべきである。これは、駆け出しのサービス事業にとってはフォ
ローアップがやりやすい利点も加わる。マスメディアや全国フリーダイヤルは、遠⽅からの需要を
喚起することになる。それは、サービス網なしではサービスユーザーおよびサービス供与者にとっ
て管理が難しく、また費⽤がかさむ。 
 

ウェイティングリストの作成および管理 

サービスへの需要が⼤きい場合は、ウェイティングリストを作成せよ。この情報を記録するデータ
ベースを⽤いたシステムづくりへ時間を投資するのは、費⽤対効果が⾼い。それによって管理者や
サービス職員は、効率よく情報へアクセスしてサービスの統計処理を簡単に⾏なえる。いちどサー
ビスへアクセスした⼈には事前評価⽇、フィッティング⽇、フォローアップ⾯接予約などの情報を
追加して⾏ける。 
 

紹介・相談およびウェイティングリストのふるい分け 

ウェイティングリスト上の件数が増えるにつれ、紹
介・相談をふるい分け、優先順位を付ける組織もある。
以下に挙げる⼈びとを優先するよう配慮すること： 

• ⼦ども：早期紹介が重要であり、成⻑期には姿勢が
変形する危険が増すため。 

• 褥瘡発⽣の危険がある⾞椅⼦ユーザー：これは⽣命
にかかわる疾患であるため。 

• 進⾏性疾患を抱える⾞椅⼦ユーザー：状況が急を要
するため。 

• ⾞椅⼦がない、あるいは⾞椅⼦が正しくフィットし
ていないため痛みを抱えている⾞椅⼦ユーザー。 
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⾯接予約のふるい分けおよび計画を⾏なうために、考慮するとよいデータベース項⽬の例： 

• 年齢 

• 障害の種類 

• 紹介・相談理由 

• 地理的位置 

 

サービス容量 

対応できる⾞椅⼦ユーザー数、およびサービス提供のレベルについて、サービス事業が供与できる
ものへの期待を管理することは重要である。 

中級や上級のサービスに対するニーズがあっても、すべてのサービス事業がそのレベルのサービス
を提供する⼒量を持てるとは限らない。しかしサービス職員へ、⾃分の知識、技能、⼿に⼊る製品
を超えたニーズを持つサービスユーザーが紹介・相談されることもある。管理者は、こうした状況
へ対処する⽅策を持っておく必要がある。管理者にできることは： 

• サービス事業について（そのサービスに何ができるか）の情報を、パンフレット/冊⼦の上で明
確にしておく。 

• 他のサービス供与者と連絡を取り、⾃分のサービス事業の⼒量を超えるニーズを持つ⼈について、
紹介・相談あるいは協働が可能か調べておく。 

• 満たせなかったニーズを⽂書化し、職員の⼒量および⼿に⼊る製品の充実を計画する。 

 

⼦どもを早期紹介する重要さ 

⾞椅⼦が必要な⼦どもの多くには、付加姿勢⽀持も必要である。これは、多くの⼦どもには中級レ
ベルサービスが必要であることを意味する。あらゆる⼦どもをなるべく早くサービスへ紹介・相談
し、姿勢の問題を予防する、あるいは遅らせることはたいへん重要である。 

⼦どもに特有のニーズ、および早期紹介の有益さは、中級WSTP（⾞椅⼦サービス教習パッケージ）
の授業で説明している。⼦どもを早期紹介することは、以下の理由から重要である： 
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• まっすぐに座るのが難しい⼦どもは、しっかりと⽀えなければ姿勢の問題が悪化する。 

• ⼦どもは紹介・相談が遅れると、姿勢の問題が固定してしまうことがある。そうなると、⼦ども
は⽀えても快適に座るのが難しくなる。 

• 座り、移動できた経験がないと、⼦どもの発達は遅れる。 

• 多少歩く能⼒がある⼦どもでも、⾞椅⼦を使うと⽇常⽣活が楽になり、⼀⽇により多くのことが
できるようになる。 

 
残念ながら、⼦どもをしかるべき早さで⾞椅⼦サービスへ紹介・相談しないことはよくある。親は
⼦どもが「治って」再び歩けるのを望んでいるのかもしれない。親によっては⾞椅⼦の値段が⾼す
ぎないか⼼配し、あるいはサービスについて知らないこともある。場合によっては親が、⾞椅⼦を
与えると⼦どもが歩かなくなると考えているかもしれない。 

重要なのは、早期紹介が重要である理由が⾞椅⼦サービスチーム全体で明確になっていることだ。
職員は親や紹介・相談元を、⾞椅⼦が⼦どもの歩く能⼒を妨げることはないのだ、と安⼼させるこ
とができる。歩きを学んでいる間も、⾞椅⼦による移動の体験は、他の多くの⾯で⼦どもの発達に
有益である。 

成功事例：メキシコでの、親による早期紹介 
ここに、メキシコの⼦どもリハビリテーションセンター群が、効果的な早期紹介ネットワークを
⽴ち上げたやり⽅の実例がある。 

リハビリテーションセンター群は、新⽣児専⾨医や⼩児科医を啓発活動の主な対象としていた
が、⼀般社会に向けた⼤規模な募⾦キャンペーンも毎年、ラジオやテレビなど広範なメディア報
道を通じて⾏なっていた。それで多くの⼝コミによる紹介・相談や、親じしんによるわが⼦の紹
介・相談がされるようになった。 

啓発活動でのセンター群からのメッセージは明確で、⼦どもが⽣まれた時にリハビリテーション
へ紹介・相談することの重要性である。センター群は、関わった⼦どもたちの統合教育と到達実
績に関する多くのポジティブな物語を通して、⼒強い成功ビジョンを⽰した。15 年間にリハビ
リテーションセンターでは、⼩児科医および家族が積極的に早期紹介するようになるという⽂化
変容が⾒られた。 

結果：紹介・相談の 3分の 1 が、3歳以下の⼦どもである。 

管理者は、どうしたら早期紹介の奨励で成功を収められるか 
• だれをねらっているのか、が明確なメッセージ。 
• 何を達成したいか、の明確なゴール。 
• 専⾨職と家族への、異なるアプローチ。 
• 家族や専⾨職が紹介・相談する気になる、成功談の共有。 
• 何年にもわたる、継続した啓発活動。 
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効率よく効果的なサービス運営 

サービスの効率および効果を分析する 

サービス事業が動き出したら、各サービスステップを分析し、各ステップに要する時間を観察する
と有益である。サービスステップの効率改善で焦点を当てるべきことは： 

• よいチームワークを奨励する。 

• 各サービスステップについて、事前準備できることを計画する。 

 
下表は、サービス効率を改善する⽅法に関する提案である。 

⾞椅⼦サービス提供の各ステップについて、サービス効率改善のためのさまざまな⽅途 
紹介・相談 • サービス事業が達成しようとする需要⽔準について、明確なゴールおよび

⽬標を設定する。 

• だれのためのサービスなのか、が明確なメッセージ。 

• 紹介・相談に当たるさまざまな組織や職種で、啓発するところを⾒定める。 

• 紹介・相談⽔準を注意深くモニターする。 

• 紹介・相談が増えたら、サービス職員および紹介・相談ネットワークで成
功談を共有する。 

事前評価 • サービス職員への適正な⽔準の教習を計画する。 

• 地域の提携相⼿の、基礎レベルサービスを供与し中級レベルのサービスユ
ーザーを紹介・相談する⼒量を育成。 

• 事前評価を実施するための、あらゆる設備が整っているようにする。 

処⽅ • 効果的な在庫管理システムを確⽴する。 

• 製品の調節機能が限られている場合、つねに改造を処⽅して個々のユーザ
ーへの製品フィッティングが必要。 

• 職員へ、処⽅した解決案について⾞椅⼦ユーザーと話し合わせ、可能であ
れば製品の選択肢をユーザーへ提⽰させる。これは、⾞椅⼦ユーザーが解
決案を拒否するのを防ぐ。 

• 地域の提携相⼿の、基礎レベルサービスを供与し中級レベルのサービスユ
ーザーを紹介・相談する⼒量を育成。 

資⾦調達および 
発注 

• わかりやすい情報の⽂書化および記録の保管。 

• 効果的な在庫管理システムを確⽴する。 
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⾞椅⼦サービス提供の各ステップについて、サービス効率改善のためのさまざまな⽅途 
製品の下準備 • できる限り調節幅の⼤きい製品を調達する。 

• 簡単に改造できる製品を調達する。 

• 姿勢⽀持具を半完成品化し、かつ/または姿勢⽀持具を備えた製品を調達
する。 

• 製品の調節を⼿早く⾏なえる、適切な⼯具を調達する。 

• クッションや姿勢⽀持具の製造や改造に適切な、資材を調達する。 

• 効果的な在庫管理システムを確⽴する。 

• さまざまなサイズの⾞椅⼦を少量、在庫しておく。 

• 地域の提携相⼿の、基礎レベルサービスを供与し中級レベルのサービスユ
ーザーを紹介・相談する⼒量を育成。 

フィッティング • フィッティングで臨床と技術のチームが協働する。 

• 製品セットアップの選択⾒本をあらかじめ⽤意しておく。 

• できる限り調節幅の⼤きい製品を調達する。 

• 製品の調節が迅速に⾏なえる適切な⼯具を調達する。 

• 簡単に改造できる製品を調達する。 

• 地域の提携相⼿の、基礎レベルサービスを供与し中級レベルのサービスユ
ーザーを紹介・相談する⼒量を育成。 

ユーザー教習 • ユーザー教習をピア訓練員など専⾨職員に割り振る。 

• ユーザー教習⽤施設を臨床および技⼯スペースの近くに設ける。 

• 地域の提携相⼿の、基礎レベルサービスを供与し中級レベルのサービスユ
ーザーを紹介・相談する⼒量を育成。 

フォローアップ • 地域の提携相⼿の、対象者を地域でフォローアップし、地域レベルで解決
できない問題を⾒出したらサービス事業へ紹介・相談を返す⼒量を育成。 

全般 • 定期的なチーム会議を開き、共有の作業計画をつくる。 

• 共同作業のための予定を、明確に⽴てる。 

• わかりやすい、情報の⽂書化および記録の保管。 

• 地域の提携相⼿の、基礎レベルサービスを供与し中級レベルのサービスユ
ーザーを紹介・相談する⼒量を育成。 
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基礎のみのサービス事業から基礎と中級のサービス事業への移⾏ 

多くの⾞椅⼦サービス事業は、基礎的な⾞椅⼦サービスのみの提供から出発する。これはよいスタ
ート地点で、サービス事業は 8 ステップのサービス提供に伴うシステム構築に集中でき、職員も経
験を積むことができる。 

しかし上述のように、多くの⾞椅⼦サービス事業は中級⾞椅⼦サービス提供への要求に直⾯する。
それは驚くべきことではなく、ニーズが基礎レベルなのは⾞椅⼦ユーザーの 35 %で、65 %は中級
または上級だと推計されているからである。 

ゆえにサービス事業管理者は、⾃らのサービス事業内でどうやって中級レベルのニーズを満たせる
か、計画し始める必要がある。上述の通り、中級レベルのサービスに必要とされるのは： 

• 適正な教習を受けた職員と、 

• より多くの施設・設備・資材である。 

基礎的サービス事業から中級サービス事業への移⾏するさい、管理者が検討するとよい⽅策は： 

• どうやったら中級サービスを提供できるか、職員と協⼒して⾒出す。必要な追加の施設と設備、
および⽤いるサービスモデルを検討する。 

• 基礎レベルサービスを供与している職員に、さらに教習を施せば中級レベルのサービスを提供す
る⼒量があるかどうか⾒定める。もしあれば、まず基礎レベルサービスの交代要員を指定して教
習を施し、それから中級レベル職員として⾒定めた者へ教習を実施する。 

• ⾃分のサービス事業では職員が⾒つからない、あるいはより多く職員を雇う資⾦がない場合、他
組織との協働が可能かどうか検討する。 

 

C.3: フォローアップ計画 

フォローアップは、⾞椅⼦供与の第 8 ステップである。あらゆる⾞椅⼦ユーザーにとり、フォロー
アップされることは有益である。サービス事業で重要なのは、どうフォローアップを実施するか計
画しておくことだ。フォローアップはサービス事業にも有益で、サービスが⾞椅⼦ユーザーおよび
その家族や地域へもたらす影響について学べる。 

8. フォローアップ・
メンテナンス・修理 

フォローアップ⾯接は、⾞椅⼦のフィットを確かめ、
いっそうの教習や⽀援を供する機会である。そのタ
イミングは、ユーザーのニーズや、ユーザーが利⽤
できる他のサービスによって異なる。⾞椅⼦サービ
ス事業は、地域では容易に解決できない技術的問題
には、メンテナンスや修理を提供してもよい。 
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フォローアップの重要性 

なぜフォローアップが重要かを⽰す実例 
デュリは 21 歳の⼥性で、家族と暮らしている。フォローアップでチームは、彼⼥は⾞椅⼦が
パンクしてタイヤの空気が抜け、家から出られないでいることを知った。⾞椅⼦は家の下に放
置されていた。そのパンクを修理し、家族へ助⾔した。デュリは、これで再び家から出られる
ようになった。家族はその有益さを経験して初めて、フォローアップに価値を認めた。サービ
スチームは、すべての⾞椅⼦に貼るサービスの連絡先電話番号⼊りステッカーを作成し、将来
こうした問題が起こるのを減らそうと決めた。 

マリアは、脊髄損傷を負ってから 9 か⽉後に適正な⾞椅⼦を⼿にした。フォローアップしてみ
ると彼⼥は不快を感じ、またけいれんを起こしており、彼⼥はそれが⾞椅⼦のせいだと考えて
いた。判明したのは、⾞椅⼦の張り布に⾍が繁殖して彼⼥を刺していることだった。これは深
刻な健康障害をもたらし、製品の放棄につながりかねないものだった。しかし、問題を特定し
対処したことにより、現在マリアは健康で、その⾞椅⼦に満⾜している。 

アントンは、地元では才能あるラグビー選⼿として有名だった。ところがかれはラグビーで負
傷し、脊髄損傷を負った。かれは適正な⾞椅⼦を⼿にし、ユーザー教習を受けたが、フォロー
アップしてみると、かれは家から出ていないことが判った。フォローアップチームの⼀員にピ
ア訓練員がいてアントンと時間をかけて話し合い、かれが⾃信を失い友⼈に会うのを望んでい
ないことが判った。かれは孤⽴と寂しさを感じ「障害者になった」ことを恥じていた。ピア訓
練員は翌⽇戻って来て、かれの初めての外出に付き合った。その⽇から、アントンの⼈⽣は前
進している。 

ギハンは 3歳の少年で、両親および兄弟と暮らしている。フォローアップで、かれの座位保持
シートが⾷べ物にまみれ、メンテナンスされていないことが判った。両親は、ギハンは起きて
座るのが困難で、⾞椅⼦に座るのが不快だと報せてきた。かれらは製品への信頼を失い、気に
⼊っていなかった。ギハンには中級レベル教習を受けたチームが、再度事前評価する予約を⼊
れた。⾞椅⼦のセットアップに改造を加えてギハンはまっすぐに座れるようになり、周囲を⾒
回し、⾃分のいる環境を探り始めた。ギハンと両親はたいへん満⾜し、ギハンの⾞椅⼦を⼿⼊
れして維持管理するやり⽅を⽰すと、⾷い⼊るようにそれを⾒つめていた。 

フォローアップが⾞椅⼦ユーザーおよび⾞椅⼦サービス事業へもたらす益 
• 職員は、⾞椅⼦がユーザーのニーズを満たしているかどうか、ユーザー⾃⾝の環境において
確かめられる。 

• 家庭や地域への訪問は、ユーザーの体験談を集めるよい機会で、それをサービス事業へフィ
ードバックし、資⾦集めに役⽴てられる。 

• 拠点センターでのフォローアップも、サービス事業へフィードバックをもたらし、資⾦集め
に役⽴つユーザーの体験談を集める機会である。 
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フォローアップの⽬的およびどこで⾏なうべきか 

フォローアップの⽬的とは： 

• ⾞椅⼦ユーザーから情報を集める。 

• ⾞椅⼦がうまく動作しているか確かめる。 

• ⾞椅⼦のフィッティングを確かめる。 

フォローアップで通常やること 
 

フォローアップ訪問に起因して、通常やるこ
とになるのは： 

• いっそうの指導や教習を提供する。 

• ⾞椅⼦を再調整する。 

• 細かい修理を実施する。 

• 必要ならば、⾞椅⼦ユーザーを他のサービ
スへ紹介・相談して⽀援や協⼒を求める。 

 

できる限り、フォローアップ⾯接が新たな事前評価や⾞椅⼦の全⾯改修にならないようにすべきで
ある。全⾯的事前評価の実施や、⾞椅⼦に⼤きく⼿を加えることが必要だと認められた場合は、そ
のための予約を⼊れるべきである。 

どこでフォローアップを⾏なうべきか？ 

フォローアップは、⾞椅⼦ユーザーの家、⾞椅⼦サービスセンター、その他⾞椅⼦ユーザーおよび
⾞椅⼦サービス職員に都合がよい場所で⾏なえる。 

下表に、それぞれの場所でのフォローアップの利点を掲げる。 
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⾞椅⼦ユーザーの家あるいは地域での
フォローアップが有益な点 

サービスセンターでのフォローアップが有
益な点 

• ユーザーおよびその家族にとって、費⽤対
効果が⾼い。 

• 職員が、⼈びとがその家や地域でぶつか
る、参加やインクルージョンへの障壁につ
いて詳しく学べる。 

• 働いている職員を⽬にすることで、地域か
らの認知度が⾼まり、紹介・相談が増える。 

• 職員/サービス事業にとって、費⽤および時間
対効果が最も⾼い。 

• 完備した⼯房施設を⽤いた、⼤がかりな修理を
実施できる。 

• すべての設備や施設が設営済みである。 

• 他の職員からセカンドオピニオンが得られる。 

 
フォローアップ計画 

フォローアップは、あらゆる⾞椅⼦ユーザーにとって有益である。しかし、フォローアップがとり
わけ重要な⼈びとは： 

 

• 障害児 

• 褥瘡発⽣の危険がある⾞椅⼦ユーザー 

• 進⾏性疾患を抱える⾞椅⼦ユーザー 

• ⾞椅⼦へ追加の姿勢⽀持が必要な（中級
レベルの）⾞椅⼦ユーザー 

• 移乗、移動、保健、⾞椅⼦のメンテナン
スに関する教習を実施するうえで困難
があった⾞椅⼦ユーザー  

 
フォローアップのタイミング 

フォローアップをいつ⾏なうべきかの決まりはない。それは、フォローアップに最適な時期が⾞椅
⼦ユーザーのニーズによって異なるからである。 

• 中級⾞椅⼦ユーザーについて、新しい⾞椅⼦を受け取ってから６週間以内に評価し、⾞椅⼦がニ
ーズを満たしているか確かめるのは有益である。 

• ⼦どもや進⾏性疾患を抱える⼈には、６か⽉に１回以上のフォローアップが理想的だ。それは、
⼦どもや進⾏性疾患を抱える⼈のニーズは急速に変化しうるからである。 

• 他のあらゆるユーザーの場合、⾞椅⼦を受け取ってから 12 か⽉以内にフォローアップを受けら
れれば理想的である。 
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留意事項：フォローアップは、最初にサービス事業を計画した時点でサービスモデルへ組み込
まれているべきである。地域との提携が、フォローアップ容量を⽣み出す核⼼である。 

 

地域との提携が確⽴されない場合の、フォローアップからの打撃 

基礎的サービス 
全体枠 

 

 

 

 

 

    3 年⽬ 

中級サービス 
全体枠 

 

 

 

 

 

    3 年⽬ 

 

 

フォローアップするユーザー 

可能な新規ユーザー 

ユーザー計 

 

 
フォローアップが新規⾯接予約のゆとりに及ぼす打撃は、サービス事業に計画がなければたいへん
急激なものに感じられよう。とりわけ中級サービスでは 3 年⽬にして飽和しかかる危険がある。 

これに対する解決策の⼀つは、地域に根ざした組織と協働し、その職員へ、なるべく多くフォロー
アップを担えるよう教習を提供することである。地域に根ざして働く職員は、単純なフォローアッ
プ業務の多くをこなせるようになり、再事前評価や⼤がかりな修理、その他⾃分たちでは解決でき
ない問題のみ、⾞椅⼦サービス事業へ紹介・相談を返すようになろう。 

この任務を、移動に障害のある⼈などがポジティブなロールモデルとして担うのは、たいへん有益
である。 
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地域との提携を確⽴し、サービスモデルを計画する 
 

 
提携相⼿が紹介・相談およびメ
ンテナンスや修理などフォロ
ーアップを⽀援 

 

 
提携相⼿がユーザー教習も⽀
援 

 

 
提携相⼿が⼒量に応じてより
広範なサービス業務も⽀援 

 

フォローアップへの障壁を低減する 

サービスユーザーおよびサービス供与者にとって有益であるにもかかわらず、フォローアップを受
ける⼈はたいてい少数である。障壁を克服しサービスを改善するためには、なぜ⼈数が少ないのか、
根本原因をつきとめることが重要である。 

出張訪問型フォローアップサービスへ通う⾞椅⼦ユーザーへの、ありうる障壁 
• サービスセンター職員が地域へ移動するための費⽤。 
• サービスセンター職員が地域へ移動するための時間。 
• サービス事業管理者が、フォローアップを優先していない。 
• サービスユーザーが、その有益さを経験しないとフォローアップの価値が分からない。 

 

拠点センター型フォローアップサービスへ通う⾞椅⼦ユーザーへの、ありうる障壁 
• ひとり以上の家族の、移動費⽤や仕事を休む時間の負担。 

• ⾞椅⼦ユーザーおよび家族は、えてしてフォローアップの有益さを知らない。 

• アクセスできる交通⼿段を⾒出すのが困難。 

• センターが、新規⾯接予約のプレッシャーからそちらに没頭するあまりフォローアップまで
時間が回らない。 

• ⾯接予約を組む難しさ：⼈⼿が割けない時にユーザーが現われたり、⼈⼿がある時に現われ
なかったりする。 
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インドネシアでの、フォローアップ⼿法の例 

インドネシアの⾞椅⼦供与プログラムでは、⾞椅⼦⾃体の対価は直接徴収せず、サービス、フ
ォローアップ、メンテナンス、事務の諸費⽤に充てる会費を徴収している。この会費によって
「会員」は良質なサービスおよび継続的⽀援を受ける権利を得る。会費システムは「スライド
制」で、各々が⽀払う⾦額は、その⼈の公共料⾦の請求書、公務員の雇⽤書類、⾃⼰申告、そ
の他証拠となる所得指標によって確定する、家計所得に基づいて決まる。 

この⾞椅⼦プログラムでは、会員制度の有効さがさまざまな⾯で判明している： 

• 会員は、良質なサービスおよび製品への期待に⼒づけられる。 

• 会員は、その所得⽔準に対して相当な⾦額（ふつう 2〜20ドルの範囲だが、どんな場合でも
150 ドルまで）を⽀払うため、⾃分の⾞椅⼦を⼤事にし、またその所有を誇りに思うように
なる。 

• 会員には無料または割引価格でフォローアップサービスを受ける権利が与えられるが、その
期限が 2 年なので、会員は速やかなフォローアップを求めるようになる。 
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フォローアップへの障壁を克服する取り組み 
フォローアップの有益さに対してサービスユーザーを動機付け・惹き込み・注⼒させる： 

• サービスの第 7 ステップのユーザー教習で、フォローアップの有益さを説明する。 

• フォローアップの有益さに関する話を待合室、ウェブサイト、地域の掲⽰板で共有する。 

• サービスユーザーの会員制度。 

フォローアップの有益さに対してサービス職員を動機付け・惹き込み・注⼒させる： 

• サービス職員によるフォローアップ提供計画を試⾏する。 

• フォローアップの有益さに関する紹介事例を集める。 

直接的で測定可能な成果を定める： 

• 試⾏フォローアップ計画の⽬標を定める。 

• 成功談を集め、共有する。 

リソース配分においてフォローアップを優先する： 

• フォローアップの有益さに関する成功談を活⽤し、フォローアップに関連する個別費⽤の資⾦
集めの⽀えにする。 

• 地域との提携の育成や、地域の職員へ提供する教習や指導に時間を割り振る。 

• あらゆる交通⼿段がアクセスしやすいことを確かめる。 

進⾏中の課題に対処するための⽀援を継続する： 

• フォローアップからのデータを注意深くモニターし、問題の根本原因をつきとめる。 

• フォローアップをサービスの、モデル・システム・⼿順の⼀部にする。 

 

地域へのインクルージョンおよび参加 

フォローアップはサービスが及ぼした影響を、またそれが全体のビジョン、すなわち⽣活の質の向
上や地域へのインクルージョンおよび参加を達成しているかどうかを、審査する機会である。 

⾞椅⼦サービス事業のより広範な任務の⼀つに、アクセスしやすさの改善がある。これは、地域に
おける⾞椅⼦ユーザーのインクルージョンおよび参加に、めざましい効果を与える。 
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アクセスしやすい家屋および公共スペース 

トイレへのアクセスは、えてして家庭へ戻ることへの
⼤きな障壁の⼀つになる。 

 

家屋へちょっと⼿を加えることで、⽣活の質に⼤きな
違いをもたらすことができる。 
 

 

 

ニカラグアでの、建造物に対するバリアフリーキャンペーン 

ニカラグアでは、障害者団体の CADISCAが、その
⾸都で⾼い縁⽯や段差の問題を暴露するキャンペ
ーンを打った。その障害者団体のメンバー（すべて
⾞椅⼦ユーザー）は、200 か所のスロープおよび「切
り下げ」（縁⽯の⼀部を道路と同じ⾼さにした）縁
⽯をたった 3 か⽉で敷設し、公共スペースへのアク
セスを実現した。CADISCAのメンバーは、⾃らの
地域での積極的活動を知られて⽀持を集め、結果と
して地元企業がスポンサーとなり、さらに多い切り

下げ縁⽯とスロープを⾸都全域に設けることになった。 

その初期には、CADISCA は⾞椅⼦バスケットボールを活⽤して⾃信を⾼め、障害者団体の活動
への参加メンバーを拡げた。スポーツ講習は障害者団体の定例会議の機会にもなり、そこで意識
啓発への計画が練られた。こうした講習を公園で⾏なうことで障害者団体の活動を地域の⽬に触
れさせ、その意識を啓発した。最終的に、このスポーツ計画は障害者への社会の認識と⽀持を得
ることによってアクセスキャンペーンの成功に影響を与えた。これはついに政府への圧⼒とな
り、マナグアじゅうの切り下げ縁⽯へ資⾦を供与させることになった。物理的障壁の除去は、都
市の主要な⾦融・教育・社会⽣活スペースへアクセスする平等な機会を⾞椅⼦ユーザーへ与えた。 
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アクセスしやすい機能は、建設時につくり込むと費⽤が最⼩になる：建設費の 1 %未満で済むこと
もある。 

教育へのアクセスは、通路の幅やトイレへのアクセスのような単純な
ことでも妨げられる。アクセスしやすい建物や通路に関する資料や情
報をもたらすことで、学校のインクルージョン⼒を強化できる。建物
をアクセスしやすくするには、数多くの資料がある。 

アクセスしやすい環境への助⾔や情報を与えることで、サービス事業
は、家庭、交通、教育へのアクセスを促進できる。これによってサー
ビス事業は、移動に障害を抱える⼈びとのインクルージョンおよび参
加への機会を最⼤にする。 

 

アクセスしやすい交通機関 

交通機関は、⾞椅⼦ユーザー共通の障壁である。困難の例としては： 

• 交通機関を、移乗し、⾞椅⼦を収納するのにじゅうぶんな時間停める。 

• ⾞椅⼦を運ぶのに追加料⾦を取られる。 

• ⾞輪など着脱可能な部品を紛失し、あるいは盗まれる危険。 

• 敷居や⼾⼝のため、交通機関へアクセスしにくい。 

インクルーシブな交通への取り組みが、多くの国でなされている。例えば、南アフリカ共和国のデ
マンドバスやコロンビアの BRT（バス⾼速輸送システム）などである。アクセスしやすい交通機関
についての有⽤な資料は、世界中にある[22]。 
  

 
22  アクセスしやすい交通機関について詳しく知るために有益な情報源：国際交通フォーラム（ITF）、アク

セスしやすい複合的交通（南アフリカ共和国）、Access Exchange International のニュースレター、
Paratransit Guide（補助交通機関の⼿引き）：交通問題への案内書。 
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C.4: 持続可能な財政計画 
 
財政的持続可能性とは何か？ 

⾞椅⼦サービス事業における財政的持続可能性とは、⾞椅⼦サービス提供の 8 ステップとより広範
なサービス任務を、⼀貫して実⾏するための必要な資⾦およびリソースを持つことである。⾞椅⼦
サービス事業管理者は、どうやって⾞椅⼦サービス事業を財政的に持続可能にするか、計画を練り
上げるうえで主要な役割を果たす。 

財政的持続可能性に関する、サービス宣⾔の例 

持続可能な⾞椅⼦供与計画とは、適正な⾞椅⼦を、8ステップのサービスを通して、⼀定数の⼈
へ相当な期間にわたり供与する⼒量を持つものです。 

それには製品供給、教習を受けた職員、場所、モニタリングと評価のシステムに対する継続的投
資が求められます。こうした継続的投資ができるために必要な資⾦およびリソースをサービス事
業が確保しているか、つねに確保できた時に、財政的持続可能性が達成されます。 

 

財政的持続可能性に向けた計画 

この内容は： 

• サービスを継続するために必要な、資⾦およびリソースを明確に特定する（B.5 を参照）。 

• 可能性のある財源を特定する。 

• 可能性のある⾮⾦銭的⽀援を特定する。 

• 資⾦および現物寄付を確保するための⽅策を練り上げる。 

 

可能性のある財源を特定する 

⾞椅⼦サービス事業の資⾦は、多様な財源から、さまざまなやり⽅で供与されうる。財源が⼀つ（例
えば政府）だけのサービス事業もあるが、ほとんどのサービス事業では、多種多様な供給源から資
⾦やリソースを確保することになる。それぞれの財源が、特定分野が要求する予算やリソースに寄
与する。 
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管理者が考慮するとよい、さまざまな財源 
政府 

国の健康保険制度 

個⼈の寄付者およびスポンサー 

法⼈（企業）の寄付者およびスポンサー 

ユーザーの負担⾦または全額負担での購⼊ 

所得創出/社会的事業 

地域グループ/慈善団体 

外交使節 

国際および国内 NGO（⾮営利組織） 

 

可能性のある⾮⾦銭的⽀援を特定する 

⾮⾦銭的⽀援には、現物寄付（例えば設備、⾞椅⼦、資材の寄付）、ボランティアの⽀援、施設供与
などがある。⾮⾦銭的⽀援によって、サービス事業運営に必要な資⾦量を抑えられる。 

定期的に寄付品の⾞椅⼦を受け取る⾞椅⼦サービス事業もある。これはたいへん有益である⼀⽅、
つねにサービス事業で、その⾞椅⼦の品質および適合性を審査することが肝⼼である。寄付品の⾞
椅⼦がすべて適正とは限らない。 
 

⾞椅⼦サービス事業継続のために、さまざまな財源を組み合わせる 

下表に⽰すのは、ある⾞椅⼦サービス事業（の⼀例）が確定したさまざまな財源、およびそれらの
財源が、組織が財政的に持続可能であるために必要な資⾦やリソースへ、どのように寄与している
かの例である。 
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⾞椅⼦サービス事業（⼀例）の財源 

財源 供与する資⾦またはリソース 
政府 • このサービス事業が供与する各⾞椅⼦について、費⽤の 50 %を⽀給。 

• ⾞椅⼦サービスに従事する職員 2 ⼈への資⾦供与（⼈件費の 50 %）。 

法⼈（企業） • ある地元企業が、毎年、⾞椅⼦予算枠へ寄付。 

• 別の地元企業が、毎年、⼦ども 10 ⼈のスポンサーとなることを約束し、そ
の⾞椅⼦およびサービス提供費⽤を負担。 

個⼈ • ⾞椅⼦サービス事業への寄付（予算枠の指定は特になし）。 

社会的事業 • この⾞椅⼦サービス事業では、いくつもの社会的事業を実施。例えば（建造
物の）アクセシビリティ監査、排尿管理⽤品の供給など。こうした業務の収
益は⾞椅⼦サービス事業⽀援に⽤い、通常は⼈件費の 50 %以上を賄うのに
じゅうぶん。 

国際 NGO • このサービス事業は、国際 NGOを通じて、特定地域に住む⼈びとへの⾞椅
⼦供与に対する資⾦助成を 2度獲得している。 

宗教団体 • 毎年⾞椅⼦ 200台の寄付（⾞椅⼦はサービス事業で選択）。 

 

⽅策を練り上げる 

可能性のある財源を特定したら、サービス事業管理者は、どんな種類の⽀援を、⾒込まれるどの財
源へ、いくら要請するのか、⽅策を練る必要がある。⽅策を練り上げる中には、その財源が資⾦を
供与する可能性がどれくらいか、その財源がいくら資⾦を供与できそうか、その資⾦を調達するた
めにどれくらい時間と労⼒が必要か、の検討が含まれる。 
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⽅策を⽴てるには、管理者はさまざまな財源に優先順位を付け、それからどうアプローチして資⾦
を確保するのか計画できる。管理者が検討すべきことは： 

• 財源：だれにアプローチするか？ 

• ⽀援：管理者がその財源へ求める⽀援は何か。ここで焦点を合わせるのは、製品などの予算枠、
あるいはいくつもの関連する予算枠を持つサービスステップである。個々の財源、およびそれが
何への⽀援を最も望んでいそうかを検討せよ。 

• 要請額：その財源へどれくらいの供与/⽀援を求めるか？検討すべき要素には、財源の資⼒や⾃
らのサービス事業あるいは他所への過去の寄付額などがある。現実的な⾦額を求めるようにせよ。 

• 蓋然性：その財源がサービス事業へ資⾦供与/⽀援する蓋然性。これは低・中・⾼に分類できる。 

• 労⼒：その資⾦を獲得するために何が要求されるか、またどんな報告その他の義務があるか。労
⼒の量は、供与額に⽐例するはずである。義務も、サービス事業にとって⼿が回る/やりこなせ
るものでなければならない。 

 
2 つの例を下表に⽰した。⽀援の種類、要請額、成功する蓋然性、要求される労⼒を考慮すること
で、管理者はどの財源を追求すべきか、よりよい優先順位を付けられる。 

財源 ⽀援の種類 要請額 蓋然性 労⼒ 
1. 法⼈（地元
企業） 

⾞椅⼦調達予算
を寄付。 

⾞椅⼦予算の
10 % 。 

中（以前資⾦供与し
たことはあるが毎年
同じ組織へ資⾦供与
するとは限らない） 

経営者との 2回
以上の会合、2ペ
ージの企画書およ
び予算書の提出、
次回オープンデイ
に経営者を招待。 

2. 地⽅政府 管轄地域の⾞椅
⼦ユーザーへの
すべての出張訪
問費⽤を供与す
る可能性。 

出張訪問費⽤の
20 %およびサー
ビス職員給与の
20 % 。 

⾼（この地⽅政府と
は、以前から協議し
ている。出張訪問
を、管轄地域で⼀度
実施している。かれ
らはこの⽀援を切望
しており、資⾦の⽤
意もありそう） 

正式な企画書およ
び予算書の提出。
報告義務：管轄地
域で対応した全対
象者に関する正確
なデータおよび財
務報告が要件。 
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資⾦調達アプローチ 

⾞椅⼦サービス事業へ持続可能な財源を確保するのは、難しいことである。以下はさまざまな資⾦
調達アプローチの事例および検討に値するアイデアである。たいてい、財源によってアプローチは
変わることに留意せよ。 
 

社会的ニーズを満たし、所得を⽣み出すための企業的アプローチ 

ルーマニアのある NGO は、財政的持続可能性へのアプローチの⼀環として社会的事業を活⽤して
いる。このアプローチの主⽬的は⼆つあり、社会への影響そして財政への影響である。 

⾞椅⼦ユーザーは、障害者へ良質な移動⽀援機器および医療⽤品を供与する、多職種チームの⼀員
として雇⽤される。そのサービスの質は⾼く、それはチームが正しい姿勢づくり、および医療的合
併症予防の重要性を強く意識しているからである。 

この活動には障害者に雇⽤をもたらし、消費者として⼒づける働きがある。サービス事業は、この
NGO が運営する他の事業プログラムを⽀援する収⼊も⽣んでいる。 
 

サービス供与者による直接購⼊ 

⾞椅⼦サービス事業によっては、⾞椅⼦ユーザーへ、その⾞椅⼦の受け取りおよび⾞椅⼦サービス
提供に対する最低額の負担を求めるところもある。料⾦体系は多く「スライド制」で、個々⼈で⽀
払う⾦額は、公共料⾦の請求書、公務員の雇⽤書類、⾃⼰申告、その他証拠となる所得指標によっ
て確定する、家計所得に基づいて決まる。こうしたやり⽅で資⾦を確保しているサービス事業は、
⾞椅⼦への費⽤を全く払えない⼈が不利益を被らないように、必ずすべきである。 
 

企業の寄付およびスポンサー 

メキシコの「テレトン」は、⼦どもリハビリテーションセンター（CRIT センター）への寄付⾦を募
る、年に⼀度のテレビ・ラジオイベントである。制作にはテレビサ（メキシコ最⼤のテレビ局）お
よび 600 超のメキシコ国内外のメディアが当たり、20 の⺠間企業がこのイベントのスポンサーで
ある。それらは統合教育と到達実績についての⼒強くポジティブな物語で、その成功ビジョンを売
り込む。その紹介事例は、このイベントの 3 か⽉以上前から、盛り上げる⼀環としてメディアを通
じて発表される。著名⼈も、このイベントの広報に参加している。 
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ルーマニアのある NGO は、企業スポンサーと連携している。その関係強化のため、年に⼀度、⽔
泳⼤会を⾼級健康ランドで開催している。企業職員、ピア訓練員、NGO 職員、学習障害者からなる
合同チームどうしで競争する。これは楽しく、さまざまな⽔準で有益なイベントである。その企業
職員は、直接寄付や寄付集めイベントなど、継続的財政⽀援を年間通して⾏なっている。 
 

政府資⾦供与 

ケニアの医療サービス省は、⾞椅⼦その他の関連するリハビリテーションサービスについて、ある
NGO と提携している。その NGO は国⽴病院に構える⽀局 8 か所へ、すべての後⽅⽀援を与える。
その⼈材は政府が派遣する。これまでに医療サービス省から NGO の⽀局へ 56 ⼈の職員が配置さ
れた。 

ルーマニアの国⺠保険制度 

• ⾞椅⼦ユーザーにとっての第⼀歩は、障害者⼿帳を申請することである。この⼿帳がなければ、
⾞椅⼦は申請できない。 

• 次に⾯接予約を⼊れたリハビリテーション医が⾞椅⼦処⽅箋を書く。 

• それから⾞椅⼦ユーザーは、郡の国⺠健康保険事務所（NIA）へ申請を出す。 

• ⾞椅⼦ユーザーは認可/クーポンを受け取ったら、⼀つずつ供給者と、その⾞椅⼦を選ぶ。 

• ⾞椅⼦価格が助成額を下回れば、供給者は⾞椅⼦ユーザーへ⾞椅⼦を供与してクーポンに引き
換え、それを⽤いて NIAへ請求する。 

• ⾞椅⼦価格が助成額を上回れば、⾞椅⼦ユーザーが差額を払うか、寄付者、雇⽤者、個⼈など
他の財源を⾒つけて補完しなければならない。 

 

基礎および中級レベルの⾞椅⼦サービス事業を⽀援するための詳しい資料は、USB メモリ内のデ
ジタルファイルを参照。 
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序：⾞椅⼦供与の創出や改善への管理者の取り組み 

このワークブックは、2 部に分かれている： 

第 1部：サービスを開始するには何をすべきか？ 

この部の重点は、⾞椅⼦供与の 8 ステップ、および施設、設備、適正な⾞椅⼦を取り揃えること、
サービス開始の初期費⽤、需要管理に置いている。 

 
第 2部：サービス事業を、当初のスタートアップ投資後も持続可能にするには何を
すべきか？ 

この部の重点は、適正な⾞椅⼦供与、サービス事業の運営、およびサービス提供の効率・有効性・
反応⼒を⾼める取り組みに置いている。財政的持続可能性についても、提携、およびサービス事業
の運営や拡⼤にかかる継続的費⽤をまかなう、収⼊の流れを確⽴することの重要性などを説明する。 

両部とも、以下の 3節に分かれている： 

A. 必須知識 

B. ⾞椅⼦サービスを開始する 

C. ⾞椅⼦サービス事業を運営する 
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第 1 部 

A. 必須知識 

A.1: 変⾰を導く 

• 下に列記した、変⾰ファシリテーターを読み直しなさい。⾃分のサービスセンターで、⾞椅⼦供
与の導⼊あるいは改善のためにできることを記しなさい。 

1. 適正な⾞椅⼦供与の共有ビジョンをつくり出す 
 
 
 

 

2. 適正な⾞椅⼦供与の重要性を、緊迫感をもって伝達する 
 
 
 

 

3. 職員とリソースを配置する 
 
 
 

 

4. 職員を動機付け・惹き込み・注⼒させる： 
• 計画および実施に職員を加える 
• いっしょに難題を克服する 
• 短期的成果をつくり出して認める 
• 変⾰を組織のシステムや⽂化に定着させる 
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B. ⾞椅⼦サービスを開始する 

B.1: サービスへのアクセス 

設問 回答 

問 1：紹介・相談ネットワークの構築 

管理者として、⾞椅⼦ユーザーを⾒出して
ご⾃分の⾞椅⼦サービス事業へ紹介・相談
できる個⼈や組織のネットワークを構築
するために、何ができますか？ 

 

問 2：紹介・相談フォーム 

USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」の紹
介・相談フォーム⾒本を開きなさい。 

この紹介・相談フォーム（あるいはこのフ
ォームの修正版）は、⾃分のサービス事業
に役⽴つツールになりそうですか？ 

「いいえ」の場合、それはなぜですか？ 

「はい」の場合、⾃分のサービス事業の管
理者として、紹介・相談フォームを導⼊す
るために何ができますか？ 

（注：すでに⾃分のサービス事業のシステ
ムになっている場合は、紹介・相談フォー
ムを導⼊あるいは⽀援するために管理者
として何をやったかを述べて下さい。） 

 

1. 紹介・相談元を⾒出すために、⾃分が取り組めること 
 
 
2. 紹介・相談ネットワークを構築するために、⾃分が取り組めること 
 
 
3. 紹介・相談フォームを推進するかどうか判断するために、⾃分が取り組めること 
 
 

4. 公正な⾞椅⼦サービスに向けて積極的に関与するために、⾃分が取り組めること 
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B.2: 施設および設備 

1. ⾃分のサービスモデルに適した施設および設備を⾒定めるために、⾃分が取り組め
ること 

 
 
 
 
 
 
2. 各フォームや確認表をサービスステップへ組み込むために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
 
 
 

3. 施設を整理整頓するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
 
 
 
4. 可能ならば業務委託も含め、各施設のシステムと⼿順づくりのために、⾃分が取り組

めること 
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B.3: 適正な⾞椅⼦を取り揃える 

1. サービスユーザーのニーズ、およびそれらのニーズを満たすために最も重要な製品
特⾊を⾒定めるために、⾃分が取り組めること 

 
 
 
 
 
 
2. 適正な⾞椅⼦、クッション、交換⽤部品の適切な種類を⾒定めるために、⾃分が取り

組めること 
 
 
 
 
 
 
3. 製品へ改造を施すために適切な資材供給を⾒定めるために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
 
 
 

4. サービス事業が提供する、適正な⾞椅⼦とクッションの費⽤対効果をさまざまな関
係者へ説明するために、⾃分が取り組めること 

 
 
 
 
 
 

  



 

 81 

ワークブック 

B.4: 職員の配置 

1. サービス職員を確定するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
2. サービス職員を計画に参加させるために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
3. チームワークを調整し、週間作業計画を⽴てるために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
4. 年間サービス容量を⾒定めるために、⾃分が取り組めること 
 
 
 

 

B.5: ⾞椅⼦サービスはどうお⾦がかかるのか？ 

1. サービスモデル計画に際してサービス統合を検討するために⾃分が取り組めること 
 
 
 
2. サービスモデル計画に際して地域との提携を検討するために⾃分が取り組めること 
 
 
 

3. 計画したサービスモデルへの予算を組むために⾃分が取り組めること 
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C. ⾞椅⼦サービス事業を運営する 

C.1: サービス事業が機能しているか判るには？ 

サービスの分野と活動 サービスの実績⽬標 情報収集⽅法 
紹介・相談   
紹介・相談されたユーザー数 サービス事業は、毎⽉ 30 件の

紹介・相談を受ける 
受けた紹介・相談を記録 

 
 
 

  

⾞椅⼦供与   
⾞椅⼦を受け取ったユーザー数 サービス事業は、毎⽉ 20 ⼈の

ユーザーへ⾞椅⼦を処⽅し、
フィッティングする 

ユーザーファイルの⾞椅⼦
処⽅記録 

 
 
 

  

⾞椅⼦サービス対象層   
サービス事業へ紹介・相談され
たユーザーの年齢、ジェンダ
ー、障害、姿勢⽀持ニーズなど
の詳細 

サービス事業は、平等なアク
セスを推進する 

ユーザーファイルに記録し
たサービスへアクセスした
⼥性、男性、少⼥、少年の
⼈数 

 
 
 

  

サービス費⽤   
サービス事業所内で施した改造
も含む、供給した製品の費⽤ 

⾞椅⼦⼀台当たりの費⽤を
（予算および⼿に⼊る製品の
現実的な費⽤に従い特定した
⾦額）以内にする 

ユーザーファイルに記録し
た製品およびあらゆる改造
の費⽤ 
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サービス事業計画枠組み 
モニターすべき 
ニーズ/問題 
の特定 

ニーズ/問題 
へ対処する際の 
取り組み/⽬標 

達成⽬標 
 

情報収集 
 

1.   
 
 

2.   
 
 

3.   
 
 

1.   
 
 

2.   
 
 

3.   
 
 

1.   
 
 

2.   
 
 

3.   
 
 

1.   
 
 

2.   
 
 

3.   
 
 

 
サービス事業が機能しているか判るための取り組みを（時間があれば）記しなさい。 

 

1. サービス事業計画づくりのために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
2. サービス事業計画に向けて働く職員をモニターするために、⾃分が取り組めること 
 
 
 

3. サービス事業がどれくらい効果的に⽬標を達成しているか評価するために、⾃分が
取り組めること 

 
 
 

4. チームや個⼈の成功を認めるために、⾃分が取り組めること 
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C.2: 需要管理 

1. 紹介・相談をモニターするシステムを確⽴し、ウェイティングリストを管理するため
に、⾃分が取り組めること 

 
 
 
2. 早期紹介の成功談を親や紹介・相談元と共有するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 

3. サービス事業の⼒量を超えるニーズのある対象者が紹介・相談された場合への対応
を計画するために、⾃分が取り組めること 

 
 
 

4. サービスステップの効率をモニターし改善するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 

 

C.3: フォローアップ計画 

1. フォローアップを計画するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 

2. 地域との提携を確⽴し、教習を提供するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 

  



 

 85 

ワークブック 

3. ユーザー教習およびフォローアップを⾏なう候補者を⾒出すために、⾃分が取り組
めること 

 
 
 
4. フォローアップの有益さに関する成功談を集め、共有するために⾃分が取り組める
こと 

 
 
 

 

C.4: 持続可能な財政計画 

1. 財政的持続可能性の共有ビジョンをつくり上げるために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
 
2. 必要な資⾦およびリソースを⾒定めるために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
 

3. 財源を特定するために、⾃分が取り組めること 
 
 
 
 

4. 財源に優先順位を付け、資⾦調達⽅策を練り上げるために、⾃分が取り組めること 
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第 2 部 

A. 必須知識 

A.1: 適正な⾞椅⼦供与：国の政策 

• ⾞椅⼦供与に関する国の政策事例を 2 つ読みなさい。 

• どの政策が、⾃国にはすでにあるか考えなさい。 

• 下掲の政策が、⾃国にとってどれくらい役⽴つか話し合い、また⾃国政府の構成ではどこに当て
はまるか考えなさい。 

 

事例 1：⾞椅⼦供与に関するアフガニスタンの政策 
2003 年 10⽉、アフガニスタンの殉教者・障害者省は「包括的国家障害者政策」を発表した。こ
の政策は「すべての関係者、すなわち障害者の組織および⾃助グループ、障害関係の国内および
国際 NGO、教育省・公衆衛⽣省・労働および社会問題省・⼥性問題省・殉教者・障害者省（MMD）
などの主要省庁、国連の関連機関、⼤統領府の協働により策定された」(4)。この最初の政策は、
さらに詳しく優先順位の⾼い⾏動計画につながると期待されている。この政策は、続けてこう⾔
明する： 

⾝体障害者には、例えば整形外科リハビリテーションセンター、理学療法サービス、整形・⽀援・
移動⽀援機器などを供与すべきである。これらのサービスは整形外科治療のできる地⽅または州
病院に近く、したがって地域住⺠のアクセスが容易でなければならない。障害者には機器を⼿に
⼊れる権利がある。機器は作りがよく、うまくフィットし、できる限り現地の素材で作り、現地
で修理できなければならない。適正技術を全国で規格化しなければならない。国の規格を定める
しくみは、それにふさわしい専⾨家がMOPH（公衆衛⽣省）と協働でつくり出さねばならない。 
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事例 2：⾞椅⼦供与に関する南アフリカの政策 
2003 年、南アフリカ共和国で⽀援機器に関する国のガイドラインが発⾏された。このガイドラ
インは、南アフリカのすべての州による協議を通じて策定された。そこに貢献したのが、⻄ケー
プ州での州ガイドラインの策定経緯である。 

州ガイドライン策定は、⾞椅⼦サービスを供与する臨床医グループによって開始された。かれら
は州の事業計画担当者および地域のリハビリテーションサービス事業と協議し、⾞椅⼦サービス
事業の⽔準を専⾨職の域に⾼める計画を作成した。計画には⼤きく 3 つの重点分野があり： 

1. 州の⾞椅⼦サービス事業に関する状況分析実施 

2. ⾞椅⼦サービス供与者への教習実施 

3. 州の⾞椅⼦管理⽅策ガイドライン制定 

起草した州ガイドラインには、主要サービスステップ、ならびに従事者への教習、ウェイティン
グリストの作成および管理、予算、修理やメンテナンスサービスの供与など主要な事業管理ステ
ップへの最低基準が盛り込まれた。 

州の担当部⾨は臨床医グループが正式な諮問グループとなるよう⽀援した。このグループの代表
者は全国会議へ州の担当者に同⾏し、南アフリカの⽀援機器全国ガイドライン制定に貢献した。 
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A.2: サービス提供 

管理者のより広範な任務 

 
国の適正な⾞椅⼦供与改善のための、共通の取り組み 
 
 
 
 
 
⾃分が向こう 3 か⽉間に取り組めること 
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B. ⾞椅⼦サービスを開始する 

B.1: 施設および設備 

B.1.1 適切な施設を確定する 

• 下の施設⼀覧表を⾒なさい。 
• ⾃分のサービス事業でうまく⾏きそうな、実⽤的解決策を考えなさい。 

基礎レベルの施設 
 この施設はすで

にあるか？ 
これは既存のサー
ビスとの共有施設
にできるか？ 

他の⽬的の部屋を
転⽤できるか？ 

既存の部屋を整
理または改造で
きるか？ 

1. 待合および 
受付スペース 

 
 

    

2. 横になれる 
静かな場所 

 
 

    

3. アクセス 
しやすい 
トイレ 

 

    

4. 職員⽤の 
事務スペース 

 
 

    

5. 事前評価およ
びフィッティ
ング⽤の臨床
スペース 

    

6. ⾞椅⼦の下準
備・メンテナ
ンス・修理⽤
技⼯スペース 
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7. 収納 
 
 
 

    

8. ユーザー教習 
 
 
 

    

中級レベルで追加する施設 
 この施設はすで

にあるか？ 
これは既存のサー
ビスとの共有施設
にできるか？ 

他の⽬的の部屋を
転⽤できるか？ 

既存の部屋を整
理または改造で
きるか？ 

9. 臥位評価⽤ベ
ッドがある事
前評価および
フィッティン
グスペース 

    

10. 資材⽤の追加
収納スペース 

 
 
 

    

11. 製品下準備⽤
の追加スペー
ス：縫製およ
び張り布 
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B.1.2 設備を確定する 

• 参考書を参照し、設備および書類の指針にしなさい。 

設備 
• どの設備を、⾃分のサービスセンターではすでに⽤意して使っているか⾒定め、作るか購⼊す
べき設備があればメモしなさい。 

すでに⽤意 

 
 
 
 

作るか購⼊すべき 

 
 
 
 

 

書類 
• USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」の「サービスフォーム・確認表⼀覧」を読みなさい。 
• どのフォームおよび確認表を、すでに組み込んで使っていますか？フォームまたは確認表で、
⽇常業務へ組み込むべきものがあればメモしなさい。 

すでに⽤意 

 
 
 
 

既存サービスへ組み込むべき 

 
 
 
 

 

B.1.3 作業場の整理整頓 

• 参考書を参照し、施設および設備の指針にしなさい。 

• 下に列記した、作業場の優れた整理整頓のコツを読み返しなさい。 

1. がらくたの除去：あらゆる不要な⼯具・部品・設備・期限切れの書類を取り除く。 

2. ⽇常的に使う物品の特定：⼯具、部品、説明書、書類など。これらの物品は最も簡単に、すば
やく⾒つけられるよう配置すべき。 

3. システムおよび責任：作業場ごとにシステム、およびシステムごとに実施責任者を置く。 

4. モニタリング：変化が定着しているか確認するためのしくみ。 
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技⼯スペース 
• 下の例を分析し、改善を提⾔しなさい。 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

出張訪問での臨床および技⼯スペース 
• 下の例を分析し、改善を提⾔しなさい。 
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B.2: 適正な⾞椅⼦を取り揃える 

B.2.1 耐久性・修理可能性 

• グループで協⼒して、グループ番号により割り当てられた質問すべてに答えなさい。 

• 参考書と共に⾃分⾃⾝の知識や経験も活⽤して、活動を完了しなさい。 

グループ 1 • 供給される製品の安全性や耐久性について、どんな質問ができますか？ 
• どうやったら、製品の供給者（寄付者、製造者）が、⾃分たちの個別状況に

おいて安全で耐久性のある製品を供給するかどうか判るでしょうか？ 
• 寄付者/製造者/供給者が提供する製品の安全性と耐久性を判るために、他

にだれに相談できるでしょうか？ 
耐久性 
 
 
 
 

 

 

グループ 2 • 耐久性がある製品にも、よく消耗し破損する部品はあるものです。そうした
壊れやすい部品には何があるでしょうか？ 

破損し消耗す
る部品 
 
 
 
 

 

 
グループ 3 • サービスには交換⽤部品が必要です。 

• どうやったら、必要な交換⽤部品を特定できるでしょうか？ 
• どうやったら、交換⽤部品を発注する必要があると判るでしょうか？ 

交換⽤部品 
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B.2.2 適正な⾞椅⼦の供給 

シナリオ 1 

• 下の割り当てられたシナリオを読みなさい。それから「適正な移動⽀援機器の供与原則」を読み
なさい。 

• 州の担当官と、⾞椅⼦調達システムの改⾰を主張する関係者グループとによるロールプレイ（⼀
幕につき 3〜5分）のシナリオを作成しなさい。 

 
ロールプレイを話し合う際に考えるべきこと： 
• 何がこのシナリオでは問題なのだろうか？ 
• 問題を克服するためにできる取り組み。 
⾃分の地域の公⽴病院は、⾞椅
⼦供与に予算を配分している。
毎年予算を⾒直し、製品リスト
を再検討する。利⽤できる製品
は、変更への要望が毎年あるに
もかかわらず決して変更され
ず、調達部⾨は費⽤に基づいて
2種類の製品を購⼊している。 
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適正な移動⽀援機器の供与原則 

各国が、⽀援技術（移動⽀援機器）に関して「障害者の権利に関する条約」が⽰すその責務を全
うするには、以下の主要原則に留意する必要がある： 

• 受容しやすさ：障害者は必ず、移動⽀援機器供与の全段階に参画しなければならない。 

• アクセスしやすさ：移動⽀援機器および関連サービスには、ニーズが判明しているすべての⼈
が必ずアクセスできなければならない。 

• 適合しやすさ：移動⽀援機器および関連サービスは、本⼈のニーズに対して適正になるよう、
適合し改変できる必要がある。 

• 無理のない価格：移動⽀援機器および関連サービスの価格は、必ず無理のないものでなければ
ならない。 

• ⼊⼿しやすさ：施設・職員・製品は必ず⼈びとのニーズに対してじゅうぶん⽤意され、⼈びと
⾃⾝の地域のなるべく近くで供与されねばならない。 

• 品質：製品・施設・サービスは、適正な品質であること。 
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シナリオ 2 

• 下の、2 つの政府⼊札制度を読みなさい。 

• ⾃国での、現在の⼊札制度を要約しなさい。 

• 「適正な移動⽀援機器の供与原則」を参照しなさい。 

• ⾃国の⾞椅⼦供給システムにおける政府⼊札制度を、創設あるいは改善するための提⾔を作成し
なさい。 

南アフリカ 
南アフリカでは、政府による⾞椅⼦の購⼊は「国営⼊札」がコントロールしている。政府は、⾞
椅⼦および⾞椅⼦サービスの専⾨知識を有する、さまざまな州の⼈びとと協働する。また、既存
の⾞椅⼦供与者とも協議する。 

協議を経て製品のカテゴリー、およびそれらカテゴリーへの、各製品の詳しい仕様などの記載事
項を完成する。カテゴリーには、さまざまな快適クッションや除圧クッションが含まれる。 

各製品に対し、耐久性の最低基準が指定される。 

⼊札仕様書が完成し承認されれば、国庫が⼊札を公告する。知識豊かな担当者が、⼊札に応募し
たすべての製品を、契約を結ぶ前に検査する。契約には、最⻑納期および契約条件に違反した場
合の違約条項が含まれる。 

ルーマニア 
ルーマニアでの⾞椅⼦への国の資⾦助成は、医薬品への助成⾦の形式に倣っている。⾞椅⼦への
助成制度は 2001 年、国が⾞椅⼦供給者の⼊札を執⾏した時に始まった。⼊札の結果、基準/参照
価格は合意されたが、製品品質やサービス提供については何も規定されなかった。助成⾦額は毎
年更新される。 

⾞椅⼦ユーザーにとっての第⼀歩は、障害者⼿帳を申請することである。この⼿帳がなければ、
⾞椅⼦にはアクセスできない。次にそのユーザーはリハビリテーション医に⾯接予約を⼊れ、か
れらが⾞椅⼦処⽅箋を書く。それから⾞椅⼦ユーザーは、郡の国⺠健康保険事務所（NIA）へ申
請を出す。⾞椅⼦ユーザーは認可/クーポンを受け取ったらまず供給者を、次いでその⾞椅⼦を
⼀つずつ選ぶ。⾞椅⼦価格が助成額を下回れば、供給者は⾞椅⼦ユーザーへ⾞椅⼦を供与してク
ーポンに引き換え、それを⽤いて NIAへ請求する。⾞椅⼦価格が助成額を上回れば、⾞椅⼦ユー
ザーが差額を⽀払うか、寄付者、雇⽤者、個⼈など他の財源を⾒つけて補完しなければならない。 
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シナリオ 3 

• 寄付者との会合で、⾃分の⾞椅⼦サービス提供システムを通した、適正な⾞椅⼦供給計画の提案
を演⽰する（⼀幕 3〜5分の）ロールプレイのシナリオを作成しなさい。 

 

ロールプレイを案出する際には： 
• 寄付品の⾞椅⼦が、⾃国では現在どのように流通しているか話し合いなさい。 
• 「適正な移動⽀援機器の供与原則」を読みなさい。 
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B.3: 職員の配置：業務 

• ⾞椅⼦サービス職員の業務⼀覧表を⾒なさい。 

• 各業務の担当者名を、表に記⼊しなさい。 

• ⾃分が複数のサービスセンターを担当している場合は、必ず各所の職員表を作成しなさい。 

 

臨
床 

技
術 

ユ
)
ザ
)
教
習 

事
務 

サービスセンター 
 

    

サービスセンター 
 

    

サービスセンター 
 

    

 

B.4: ⾞椅⼦サービスはどうお⾦がかかるのか？ 

次の各予算枠をよく読み、どの費⽤が、⾞椅⼦サービスを既存のサービス事業へ組み込むことで分
担あるいは節減できるか検討しなさい。 

節減できる費⽤すべてに、⿊ペンで丸を付けなさい。 

分担できる費⽤すべてに、⻘ペンで丸を付けなさい。 

資⾦集めが必要な費⽤すべてに、⾚ペンで丸を付けなさい（⻘と⾚が両⽅付く費⽬もありえます）。 

統合型サービスの参考シナリオ23 
ある義肢装具サービス事業では、⾞椅⼦サービスを組み込む予定である。職員 2 ⼈を指定して基
礎WSTP（⾞椅⼦サービス教習）コースへ派遣した。 

職員は 2 ⼈とも、⾞椅⼦サービスで週 3⽇、義肢装具サービスで週 2⽇働く予定である。 

作業場内に、⾞椅⼦技術者⽤の作業スペースを割り当てた。施療部⾨の、破損して使っていない
設備をすべて⽚付け、臨床業務の作業スペースを設けた。 

  

 
23  [訳注] 教習員⽤指導書 p.84 の解説では, いちばん下に「屋外の歩⾏教習スペースを改装し、⾞椅⼦技能教習⽤の

障害物などを加えた」の⼀⾏が加わっている. 
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予算⽬安 

サービスステップ 

紹
介
・
相
談
お
よ
び
⾯

接
予
約 

事
前
評
価 

処
⽅ 

資
⾦
調
達
お
よ
び
発
注 

製
品
の
下
準
備 

フ
r
s
テ
r
ン
グ 

ユ
4
ザ
4
教
習 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
・
修

理
・
フ
�
ロ
4
ア
s
プ 

⽴ち上げ費⽤         
製品の設計         
各種製品の調達   ✔      
⼯具   ✔  ✔   ✔ 
設備  ✔    ✔   
建物/施設  ✔   ✔  ✔  
資材の在庫     ✔    
運転費⽤         
⾞椅⼦     ✔ ✔   
交換⽤部品        ✔ 
資材     ✔ ✔  ✔ 
運送（製品の輸送）      ✔  ✔ 
⼈件費         
管理職 ✔   ✔    ✔ 
臨床職  ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 
技術職   ✔  ✔ ✔ ✔ ✔ 
訓練員/ピア訓練員       ✔ ✔ 
事務職 ✔ ✔ ✔ ✔    ✔ 

近距離交通         
職員の近距離交通  ✔   ✔ ✔  ✔ 
対象者の近距離交通  ✔    ✔  ✔ 
対象者の宿泊  ✔    ✔   
印刷資料 ✔ ✔  ✔   ✔ ✔ 
消耗品     ✔ ✔  ✔ 
⼯具の交換     ✔ ✔  ✔ 
諸経費  ✔ ✔ ✔ ✔  ✔ ✔ 
職員への教習  ✔ ✔  ✔ ✔ ✔ ✔ 
提携相⼿/紹介・相談ネットワ
ークへの教習 

✔  ✔     ✔ 

資⾦集め ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 
モニタリングと評価 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 
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C. ⾞椅⼦サービス事業を運営する 

C.1: 効率よく効果的なサービス 

C.1.1 モニタリング 

セクション 1 

• グループで：下表の⾃分たちのセクションを読み、記⼊しなさい。 

• 欄のいくつかは、取りかかりやすいよう記⼊済みです。残りの欄を記⼊しなさい。 

分野と活動 実績⽬標の例 情報収集 
紹介・相談 
紹介・相談されたユーザー数 サービス事業は、毎⽉ 30 件の紹介・

相談を受ける 
 
 

受けた紹介・相談を記録 

紹介・相談から⾯接までの平
均待ち時間 
 
 
 

 ユーザーファイルに、紹介・
相談を受けた⽇付および事
前評価⽇を記録 

⾞椅⼦供与 
⾞椅⼦を受け取ったユーザ
ー数 

サービス事業は、毎⽉ 20 ⼈のユー
ザーへ⾞椅⼦を処⽅し、フィッティ
ングする 
 

 

事前評価からフィッティン
グまでの平均待ち時間 
 
 
 

  

フォローアップ⾯接実施数 
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• 下に、⽬標を達成したかどうかを知ることが有益な理由を記しなさい。 

 ⽬標が達成されたことを知
ることが有益な理由： 

⽬標が達成されていないこと
を知ることが有益な理由： 

紹介・相談されたユーザー数 
 
 

  

紹介・相談から⾯接までの平
均待ち時間 
 

  

⾞椅⼦を受け取ったユーザ
ー数 
 

  

事前評価からフィッティン
グまでの平均待ち時間 
 

  

フォローアップ⾯接実施数 
 
 

  

 

セクション 2 

分野と活動 実績⽬標の例 情報収集 
⾞椅⼦サービス対象層 
サービス事業へ紹介・相談さ
れたユーザーの年齢、ジェン
ダー、障害、姿勢⽀持ニーズな
ど詳細 

サービス事業は、平等なアク
セスを推進する 

サービス事業が⽬指すのは、
基礎的な⾞椅⼦を、および改
造や姿勢⽀持を必要とする、
ユーザーのニーズを満たすこ
とである。 

ユーザーファイルに記録し
た、サービスへアクセスした
⼥性、男性、少⼥、少年の⼈数 

姿勢ニーズの種類、および処
⽅した⾞椅⼦に関するユーザ
ーファイルの記録 

⾞椅⼦サービス事業が管掌す
る地理的範囲 

 ユーザーファイルに記録し
た、⾞椅⼦サービス事業へア
クセスしたユーザーの住所 
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サービス費⽤ 
サービス事業で施した改造も
含む、供給した製品の費⽤ 

⾞椅⼦⼀台当たりの費⽤
を・・・（予算および⼊⼿可
能な製品の現実的費⽤に従い
特定した⾦額）以内にする 

 

サービス活動（例えば事前評
価、フォローアップ、教習）
に職員がかけた時間 
 

  

 
• 下に、⽬標を達成したかどうかを知ることが有益な理由を記しなさい。 

 ⽬標が達成されたことを知
ることが有益な理由： 

⽬標が達成されていないこ
とを知ることが有益な理由： 

サービス事業へ紹介・相談
されたユーザーの年齢、ジ
ェンダー、障害、姿勢⽀持
ニーズなど詳細 
 

  

⾞椅⼦サービス事業が管掌
する地理的範囲 
 
 
 

  

サービス事業で施した改造
も含む、供給した製品の費
⽤ 
 
 

  

サービス活動（例えば事前
評価、フォローアップ、教
習）に職員がかけた時間 
 
 

  

  



 

 103 

ワークブック 

C.1.2 ユーザーからのフィードバック 

• サービスユーザーからのフィードバック集めを計画する際には、いくつか重要な留意事項があり
ます。この確認表を⽤い、⾃分のサービス事業のためのメモを作りなさい。 

サービスユーザーからのフィードバックを計画する 
留意点：移動と時間の 2 つが、最も費⽤を⾷う。 
いつやるのか？ 
 
 
 
だれがやるのか？ 
 
 
 
何をフィードバックの質問で尋ねるのか？ 
 
 
 

基準情報 
（USBメモリ内「管理者向け補⾜資料」に収載のツールを参照） 
留意点：サービスの影響を査定するには、あらゆる介⼊以前の状況を記録しておくこと
が重要である。それはすなわち、事前評価が始まる前に⾏なう。 
いつ基準情報を集めるのか？ 
 
 
 
だれがこの情報を集めるのか？ 
 
 
 
どのくらいの間隔で情報収集するのか？ 
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データの記録および処理 
留意点：効率よくデータを記録すると、時間とお⾦の節約になる。 
どうやってデータを記録するのか？ 
 
 
 
どんな⽅法を使えば、データをなるべく効率よく記録し処理できるか？ 
 
 
 
だれがデータを記録するのか？ 
 
 
 
だれがデータを処理するのか？ 
 
 
 

 

C.2: 効率よいサービスの開発 

C.2.1 サービス事業計画のモニタリング 

• ⾃分のサービス事業のためのサービス事業計画を作成しなさい。 
• ⾃分のサービス事業でモニターすべきニーズまたは問題を選び、各⾒出しの下に情報を記⼊し

なさい。 
サービス事業計画枠組み 
モニターすべきニーズ/
問題の特定 

ニーズ/問題へ対処す
る際の取り組み/⽬標 

達成⽬標 
 

情報収集 
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C.3: 需要管理 

C.3.1 需要創出および早期紹介 

• 事例を読みなさい。 

• 話し合ってから、成功した理由を列挙しなさい。 

成功事例：メキシコでの、親による早期紹介 
ここに、メキシコの⼦どもリハビリテーションセンター群が、効果的な早期紹介ネットワークを
⽴ち上げたやり⽅の実例がある。 

リハビリテーションセンター群は、新⽣児専⾨医や⼩児科医を啓発活動の主な対象としていた
が、⼀般社会に向けた⼤規模な募⾦キャンペーンも毎年、ラジオやテレビなど広範なメディア報
道を通じて⾏なっていた。それで多くの⼝コミによる紹介・相談や、親じしんによるわが⼦の紹
介・相談がされるようになった。 

啓発活動でのセンター群からのメッセージは明確で、⼦どもが⽣まれた時にはリハビリテーショ
ンへ紹介・相談することが重要、というものだ。センター群は、かれらが関わった⼦どもたちの
統合教育と到達実績に関する多くのポジティブな物語を通して、⼒強い成功ビジョンを⽰した。
15 年間にリハビリテーションセンターでは、⼩児科医および家族が積極的に早期紹介するよう
になるという、⽂化変容が⾒られた。 

結果：紹介・相談の 3分の 1 が、3歳以下の⼦どもである。 

成功した理由 
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C.3.2 サービスステップの分析 

1⽇にサービス提供へかけられる時間：        分 

• グループで協⼒しなさい。 
• 列 1 の、サービスの各課題を読みなさい。 
• 下表の、より効率的なサービス提供のために考えられる⽅策を読みなさい。 
• サービス課題に、効率の改善⽅策を当てはめなさい。列 2 へ、それぞれの⽅策の番号を列記しな

さい。ひとつの課題に、⽅策がいくつか必要なこともあります。 

サービス効率の改善⽅策 
1. できる限り調節幅の⼤きい製品を調達する。 

2. 簡単に改造できる製品を調達する。 

3. 姿勢⽀持具（PSD）を備えた製品を調達する。 

4. 製品セットアップの選択⾒本を、あらかじめ⽤意しておく。 

5. 姿勢⽀持具を半完成品化する。 

6. 共同作業のための予定を、明確に⽴てる。 

7. チーム会議を開き、共有の作業計画をつくり上げる。 

8. フィッティングで、臨床と技術のチームが協働する。 

9. 処⽅への⽅案について、臨床と技術のチームで討議する。 

10. わかりやすい、情報の⽂書化および記録の保管。 

11. サービス職員への、適正な⽔準の教習を計画する。 

12. クッションや姿勢⽀持具（PSD）の製造や改造に適切な、資材を調達する。 

13. 製品の調節を⼿早く⾏なえる、適切な⼯具を調達する。 

14. ユーザー教習を、ピア訓練員など専⾨職員に割り振る。 

15. ユーザー教習⽤施設を、臨床および技⼯スペースの近くに設ける。 

16. 効果的な在庫管理システムを確⽴する。 

17. さまざまなサイズの⾞椅⼦を少量、在庫しておく。 

18. サービスユーザーを⾒出しサービスセンターへの移動⼿段を提供する、地域との提携を確⽴
する。 

19. 地域の提携相⼿の、基礎レベルのサービスを供与し中級レベルのサービスユーザーを紹介・
相談する⼒量を育てる。 

20. 新しいアイデア、すなわち⾰新へ開かれている。 
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列 1：サービスの課題 列 2：サービス⽅策 
 事前評価  

1.  サービス職員がサービス業務のため出張する、あるいは
家庭訪問を実施する場合、移動時間は事前評価に織り込
む必要がある。 

 

2.  
 

経験が浅いチームメンバーは、事前評価により時間がか
かる。 

 

 処⽅  

3.  製品の調節機能が限られている場合、つねに改造を処⽅
して個々のユーザーへの製品フィッティングが必要。 

 

4.  
 

追加姿勢⽀持部の製造が必要な場合、⼨法と図⾯の追加
が必要。 

 

 製品の下準備  

5.  
 

必要な種類やサイズの製品へ、直ちにアクセスできるよ
うにする。 

 

6.  ⾞椅⼦の調節機能が限られている場合、そのため製品の
下準備により時間がかかることがある。 

 

7.  姿勢⽀持部の改造が必要な場合、より時間が必要。  

 フィッティング  

8.  ⾞椅⼦へ改造を加え、あるいは⽀持部を追加する場合、
フィッティングにより時間がかかる。 

 

9.  
 

フィッティング中に⾞椅⼦のセットアップへどんな変更
を加えた場合も、改めてフィッティングの確認が必要。 

 

 ユーザー教習  

10.  初めて⾞椅⼦を⼿にした、または合併症がある⼈の場
合、ユーザー教習にはより時間をかけ、保健、移動、⾞
椅⼦の取り扱い、⼿⼊れとメンテナンスや他の紹介・相
談リソースへの紹介・相談を網羅する必要がある。 
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C.4: フォローアップ計画 

C.4.1 障壁を克服する 

• 下の、フォローアップへの障壁となりうるものの⼀覧を読み、さらにグループで明らかになった
障壁があれば追加しなさい。 

• フォローアップへの障壁を克服するための取り組みを話し合い、それを下表に列記しなさい。 

フォローアップへの障壁 
出張訪問型フォローアップサービスへの、ありうる障壁 

• サービスセンター職員が地域へ移動するための費⽤。 

• サービスセンター職員が地域へ移動するための時間。 

• サービス事業管理者が、フォローアップを優先していない。 

• サービスユーザーが、その益を味わうまでフォローアップに価値を認めない。 

拠点センター型フォローアップサービスへの、ありうる障壁 

• ひとり以上の家族の、旅費および仕事を休む時間の負担。 

• ⾞椅⼦ユーザーおよび家族は、えてしてフォローアップの有益さを知らない。 

• アクセスできる交通⼿段を⾒出すのが困難。 

• センターが新規⾯接予約のプレッシャーからそちらに没頭するあまり、フォローアップまで
時間が回らない。 

• ⼈⼿が割けない時にユーザーが現われたり、⼈⼿がある時に現われなかったりで、⾯接予定
を組むのが困難。 

フォローアップへの障壁を克服するための取り組み 
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C.5: 財政的持続可能性の構築 

C.5.1 財源を特定する 

• 考えられる財源の表を⼀覧し、詳細は参考書を参照しなさい。 

• ⾃分のサービス事業に⽬下、最も可能性があると思われる財源を 3 つ選び、選択した財源につい
て下表を完成しなさい。 

管理者が考慮するとよい、さまざまな財源 
1. 政府 

2. 国の健康保険制度 

3. 個⼈の寄付者およびスポンサー 

4. 法⼈（企業）の寄付者およびスポンサー 

5. ユーザーの負担⾦または全額負担での購⼊ 

6. 所得創出/社会的事業 

7. 地域グループ/慈善団体 

8. 外交使節 

9. 国際および国内 NGO（⾮営利組織） 

 

選択した財源 

以下を検討して、優先順に番号を付けなさい： 

• 必要な労⼒ 

• 資⾦報酬は短期的か⻑期的（あるいは両⽅）か 

優先
順位 

財源 必要な投資/労⼒ 
⾼/中/低 

短期的な資⾦報酬 
⾼/中/低 

⻑期的な資⾦報酬 
⾼/中/低 
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C.5.2 ⽅策を練り上げる 

• 下の⽅策の例を読みなさい。 

• 直前の演習で表した 3 つの財源を列記しなさい。 

• 選択した財源について、下表の欄を完成しなさい。 

財源 ⽀援の種類 要請額 蓋然性 労⼒ 
1. 法⼈（地元
企業） 

⾞椅⼦調達予
算を寄付。 

⾞椅⼦予算の
10 % 。 

中（以前資⾦供与し
たことはあるが、毎
年同じ組織へ供与す
るとは限らない） 

経営者との 2回以
上の会合、2ペー
ジの企画書および
予算書の提出、次
回オープンデーに
経営者を招待。 

2. 地⽅政府 管轄地域の⾞
椅⼦ユーザー
へのすべての
出張訪問費⽤
を供与する可
能性。 

出張訪問費⽤の
20 %およびサー
ビス職員給与の
20 % 。 

⾼（この地⽅政府と
は、以前から協議し
ている。出張訪問
を、管轄地域で⼀度
実施している。かれ
らはこの⽀援を切望
しており、資⾦の⽤
意もありそう） 

正式な企画書およ
び予算書の提出。
報告義務：管轄地
域で対応した全対
象者に関する正確
なデータおよび財
政報告が要件。 
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